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【要旨】 
極めて過酷でユニークな環境を構成している氷海域における多種多様な環境外力や氷象を明らかにするととも

に，その過酷な環境に晒される海洋・沿岸構造物の合理的な耐氷設計法を提案した． 個別的には，まず，オホー

ツク沿岸において，IPS や ADCP を用いた海氷観測を実施し、流氷移動や喫水深分布、そして凹凸特性等を定量

的に明らかにするとともに，オホーツク海に常設されている波向・波高計測用の超音波式波高計（海象計）を活

用した安価で恒常的な海氷観測システムを提案した. また，流氷制御施設（アイスブーム）への氷群の作用形態

や準静的な荷重特性等を明らかにし、実用的な作用力（設計荷重）推定プロセスを提案した．さらに津波来襲時

の氷塊の構造物への衝突等を想定した動的荷重推定法の構築を目的として，人工海氷を用いた中規模程度の衝突

実験を実施するとともに、氷塊の３次元の衝突破壊シミュレーション手法を開発した．これらの実験および数値

実験結果より，氷塊の衝突破壊メカニズムを明らかにするとともに，平板に作用する氷塊の衝突荷重の簡易推定

式を提案した．最後に，流氷の接触・摩擦にともなう鋼構造物の基本的な損耗機構を明らかにし，主な機構を流

氷の接触摩擦による腐食生成物の繰り返し剥離に起因する腐食促進とした場合の簡易な損耗推定式を提案した．  
キーワード：海氷，流氷，津波，オホーツク海，アイスブーム，衝突，摩耗，腐食,  DEM, 海象計，超音波 

 
 

1．はじめに   
オホーツク海は、我が国において、唯一の氷海域である。ユ

ニークで過酷な自然環境を構成する氷海域においても、社会的

ニーズに対応した海岸・港湾施設の高度化・多様化、建設およ

び維持管理のコスト縮減を可能とする技術の確立が急務となっ

ている。 本研究では， このような要請に応えるべく，特に暴

浪や津波時等の一層過酷な条件も想定した氷海域におけ

る海洋・沿岸構造物の崩壊や変形・損傷をもたらす海氷

群の静的・動的な氷荷重推定法の提案ならびに氷群の接

触・摩擦によって確実に進行する構造材料損耗・劣化機

構の解明とその推定法を明らかにする．また流氷観測を

継続的に実施し，それらの推定に必要な，流氷の挙動や

大きさに関する統計量や統計分布等の入力条件を整備す

るとともに、低コストかつ恒常的な流氷観測システムも

提案するものである．過酷で複雑な氷海域システムにお

ける多種多様な環境外力と構造物の変形・劣化等の応答

特性の解明とその推定手法等を統一的かつ一体的に取り

組んだ研究例は国内外になく，本研究成果は国内に対し

てのみならず、鉱物資源や石油天然ガス開発等で今後活

発化される北極海への適用も期待できる．  

本研究での個別テーマ毎について紹介すると，まず第

2章では，北海道オホーツク沿岸において，IPS や ADCP

を用いた海氷観測結果と，流氷移動や喫水深分布、そし

て凹凸特性等の定量分析結果について述べ，本成果の有

用性と実務への適用例について述べた． 

他方，北海道開発局が，紋別沖に波高・波向，流速の

計測を目的として超音波式波高計（海象計；カジョーソ

ニック製）を常設しており(図-1.1参照)，そのデータを

流氷観測にも利用できれば，観測に伴うコストを大幅に

軽減でき，恒常的な流氷観測も期待できる．そこで，そ

の海象計の流氷観測への適用性を検証することを目的と

した研究を実施した．第3章では，その海象計の流氷観

測への適用性を検討し、その有用性を示すとともに，安

価で恒常的な海氷観測システムを提案した. 

第4章では，アイスブーム型海氷制御施設の設計法に

関する研究について述べた．アイスブームは，図-1.1 に

示すように，木材，鋼製のフロート，ネット，それらを

連結するロープやワイヤなどで構成されており，移動す

る氷を制御する機構となっている．サロマ湖では，過去

に多発していた湖内への流氷流入によるホタテなどの養

殖施設の被害を防止するために湖口部に防氷施設（アイ

スブーム）が設置され， 2009 年には，能取湖口での設

置も完了した．今後も多目的でアイスブームが活用され

る可能性もあり，より合理的な設計方法が望まれる．ま
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た，一般の沿岸施設の流氷群との接触による劣化損傷評

価の観点からも，流氷群挙動や接触荷重・圧力などを推

定する手法の確立が必要である．過去に水理模型実験が

精力的に行われ 1)2)3)，サロマ湖の防氷施設の設計に大き

く貢献した．しかし，非連続体である流氷群との構造物

との干渉が非常に複雑であり，特に，湖口部の形状・地

形，氷群下面凹凸等に大きく依存し，未だ多くの課題が

残されている．そこで，本研究では，過去の実験を拡張

した水理模型実験や、特に氷下での流れによる抗力や境

界層厚に関する理論的研究、DEM による数値計算の多角

的な研究アプローチにより，複雑な流氷群のアイスブー

ムへの作用形態や準静的な伝達荷重等を明らかにし、実

用的な作用力（設計荷重）推定プロセスの提案をした． 

 

第5章では，津波来襲時の氷塊の構造物への衝突等を

想定した氷塊の衝突破壊や衝突・動的荷重について検討

した．冬期の北海道北東部沿岸域などの流氷域に津波が

発生すれば，大きな被害を及ぼす可能性がある．事実，

1952年3月，十勝沖地震で発生した津波により流氷が遡

上し，図-1.2に示すように，家屋が損壊した例も報告さ

れている．また，近年の流氷量あるいは密接度の減少に

伴い，個々の流氷が波浪によって活発に運動しやすい状

態となり，高速で構造物に衝突する頻度が増加すること

も考えられる．実際様々な被害も報告されている．ゆえ

に，港湾・海岸付近の重要構造物，その防護構造物など

の設計には流氷による衝突も考慮する必要があるがその

研究例は少ない．本研究では，水理模型実験より津波と

ともに護岸を超える海氷の基礎的な挙動を調べた．また，

人工海氷を用いた中規模程度の衝突実験を実施するとと

もに、氷塊の３次元の衝突破壊シミュレーション手法を

開発した．これらの実験および数値実験結果より，氷塊

の衝突破壊メカニズムを明らかにするとともに，平板に

作用する氷塊の衝突荷重の簡易推定式を提案した． 

 

最後に，第6章では，海氷による沿岸鋼構造物の損耗

現象について検討した．北海道オホーツク海沿岸部等に

おける港湾・海岸構造物（鋼）表面は，通常の腐食に加

えて，冬期に来襲する流氷による接触・摩擦を起因とす

る摩耗や腐食促進といった損耗が生じており，他の海域

に比較して早期に材料の劣化が生じることが報告されて

いる．とくに昨今の気候変動による海氷減少は，海氷運

動の活発化や漂流速度の高速化を招き，氷塊の衝突や，

海氷の接触や摩擦による構造材料の腐食や摩耗の促進な

どといった構造物の損傷・劣化がより加速する（図-1.3）．

本研究では，構造物への海氷接触圧に関する数値計算、

劣化状況の現地調査、摩耗および腐食に関する人工海氷

と鋼材との要素実験より，基本的な損耗機構を明らかに

した．また，主な損耗機構を流氷の接触摩擦にともなう

腐食生成物の繰り返し剥離に起因する腐食促進とした場

合の簡易的な損耗推定式を提案した．他方、損耗が著し

い沿岸部での注意深い現地調査から、新たな重要な要因

があることも突き止めた． 

 

図-1.1 アイスブームのイメージ（サロマ湖口）

図-1.2 流氷を伴った津波による被害例 

図-1.3 オホーツク海に面した鋼矢板の流氷による劣化例 
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2．流氷観測 

2．1  観測方法 

観測は，図-2.1 に示すようにドップラー式多層流速計

（ADCP，RD Instrument社製WH-ADCP）および氷厚計

（IPS，カナダASL社製 IPS-4）を，図-2.2に示す，沖合

8.2km，水深52m（紋別海象計付近）（P3）に各一基ずつ

海底に設置し，流氷の移動方向・速度，喫水深，海（潮）

流の方向・速度を連続観測した． なお，参考としてこの

5 カ年以前からも実施していた観測結果も合わせて報告

する（地点P1,地点 P2）． 

 
2．2  観測結果 

本報では，これまで取得したデータの定量分析を行い，

特に，流氷下面凹凸の時空間的類似性について考察する

とともに，直感的な凹凸の大きさを表す簡易手法を提案

した．流氷の下面凹凸データは，IPS による流氷喫水深

の時系列データを，ADCPによる流氷の移動速度のデー

タを用いて，空間データに変換したものについて分析し

た．表-2.1には，比較のための分析対象データを示した．

第一区海上保安本部の海氷速報もしくは宇宙航空研究開

発機構地球観測研究センターの衛星画像の解析を参照し

て，観測機器上に流氷がないと判断された期間は除外し

た．データ①，②，③～⑥との比較は地点・年の違いに

よる凹凸特性について比較検討できるし，データ③～⑥

の比較は，同一地点での年変動性，データ④と⑤の比較

は，同一地点・同一年における時間発展的な違いについ

て考察できる．結果を下記に要約する． 
 風変動と流氷の漂流速度の変動とは非常によい相

関があり，その相互相関が 0.6 であった．また海

流の表層部 6m では流氷の影響をうけてほぼ流氷

の漂流に追従し，流氷下の境界層内であることが

確認された．より深い層では，追従性（相関性）

は落ちるが，剪断応力は伝達されていた．開水面

においても，ごく表層は風の剪断力を直接うけ，

流氷期と比較して早い流れであること，境界層厚

あるいは剪断の影響を受ける層厚は，流氷期の方

が大きい事が推察された．また，密接度が低いほ

ど，風と流氷の動きの相関性が高いと考えられた．

流氷の動きは，その変動性については風の影響を

うけ，平均的な動きについては風と海流（宗谷暖

流など）の両方の作用をうけることが推察された．

（図2.3, 2.4参照） 

ADCP IPS 

4方向の超音波 

流れ・氷の移動方

向・速度を計測 

超音波で流氷下面までの

距離を計測 

水圧計で水面までの

距離を計測 

流氷 

図-2.1 ADCPとIPSによる流氷観測のイメージ 

 調査年 分析期間 調査地点 

① 2001年 2/8-2/19 P1 

② 2004年 2/26-2/27 P2 

③ 2007年 2/10-2/21 P3 

④ 2008年[1] 1/28-2/11 P3 

⑤ 2008年[2] 2/27-3/7 P3 

⑥ 2009年 2/21-2/25 P3 

⑦ 2010年 2/5-2/19 P3 

表-2.1 分析に用いた調査データ 

 

Mombetsu Port 

P1 

[-52.6m]
P3

P2 
[-16m] 

[-18m] 
Mombetsu City 

Lake Shinobutunai 10km 0 

 

図-2.2  観測地点 

図-2.3 氷下および開水面での流れの鉛直プロファイル例 
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 流氷下面は平坦ではなく，数ｍの凹凸をもつ変形

氷であることが推察され，過去の傾向と同様であ

ることを確認した(図-2.5)． 
 流氷喫水深の確率分布は指数分布に近いものであ

った(図-2.6)． 
 各年の代表正規化スペクトルの比較を行った．実

用的には概ね過去のスペクトルと同一と見なすこ

とができた．つまり，過去の流氷観測地点の相違

も考慮にいれると，時間的にも空間的にも代表さ

れる正規化スペクトルは共通のものであることが

仮定できるほか，代表正規化スペクトル特性（凹

凸特性）は，年変動が少なく年によらず共通であ
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図-2.4 風速，流氷の移動速度および各層における流速

の変動スペクトル例 [N-S成分](Jan.-Feb.,2009) 
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図-2.6 流氷喫水深の超過確率分布 
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図-2.7 既往の調査で得られた代表正規化スペクトル
の比較 

図-2.5(b)流氷下面形状の一部拡大例（Feb.5 and 19, 2010） 

図-2.5(a)流氷下面形状の一部拡大例（Jan.28 － Feb.11, 2008） 



  

 - 5 -

るという重要な結論が得られた（図-2.7）． 
 非ガウス過程，非定常性を有する複雑な海氷断面

の凹凸は，その「共通で代表的な正規化スペクト

ル」，及びその非定常性を間接的に表現する「海氷

喫水深の分散（標準偏差）」に集約され，この 2
つのパラメータのみを用いて氷下面の凹凸をシミ

ュレーションする手法を提案した(図-2.8)． 
 標準偏差を用いて，直感的・視覚的な流氷下面の

凹凸の大きさの指標を開発することを目的として，

海の波にならって有義振幅について検討した．有

義波高は，それが直感的かつ自然に感じられる波

の高さを与えるといわれている．標準偏差と，ゼ

ロアップクロス法による有義振幅との関係は直線

であり，標準偏差に 3.3 を乗じると有義振幅（海

の波の場合は理論的に 4）となることが分かった

(図-2.9)．実際，定常区間における流氷下面形状に

おいて，その標準偏差に3.3を乗じた有義振幅は，

その区間の流氷下面の凹凸の高さを直感的・視覚

的に表現し得るものであった(図-2.10)．  

 

2.3 本研究結果の実用的な活用と課題 

本観測結果と分析結果の活用方法については種々考え

られるが，海氷と構造物の干渉時の挙動や氷荷重推定等

の入力条件や境界条件としての役割がある．この場合，

挙動や荷重の時刻暦のシミュレーション，同時に1次元

または2次元の海氷の喫水深や下面凹凸のシミュレーシ

ョンを実施する必要があり，本分析結果が活用される．

これはまた構造物の信頼設計にも容易に対応できるもの

である．また，流れによる氷群抗力（例えば後述のアイ

スブームへの氷群伝達荷重）に含まれる抗力係数を推定

する際の（本来ランダムな）凹凸特性を代表する単純な

指標として参照可能であり，単純な凹凸模型氷による模

型実験との関連づけ等が可能である．例えば，実海域に

おいて主な凹凸特性を備えた単純な凹凸による模型実験

によって抗力係数を推定ことが可能となる．また，近年

サハリン北東部で石油・天然ガス開発が活発となってい

るが，北海道近海で油流出事故が起こる可能性が高くな

ってきている．万一の事故に備えた氷下での油の拡がり

予測や油の回収計画には，この海氷下面凹凸の推定が重

要であり，境界条件として用いられる．上述のように，

観測結果や分析結果を用いた海氷喫水深や下面凹凸のシ

ミュレーションの実用的な手法を開発している（図-2.8, 
図-2.11参照）． 

図-2.9 各局所定常区間における流氷喫水の標準偏差 RS.D

と有義振幅h1/3との関係 
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図-2.10 局所定常区間における流氷下面（凹凸）形状例と，凹凸の

代表高さの表し方（平均値および有義振幅） 

図-2.8 流氷下面凹凸のシミュレーション例 

[all spectra of sea ice draft profiles horizontal to the 
x-direction and those to the y-direction are equal] 

図-2.11  凹凸氷板下の油の広がりの計算例 



  

 - 6 -

3．流氷観測への海象計の適用性に関する基礎的研究 

3．1  研究方法 

まず，人工海氷を用いた小規模な水槽実験により，海

象計(USW)（図-3.1）の流氷観測への適用に有望性がある

ことを確認した．また，現地海象計の超音波信号の取得

ならびに現地データ収録装置による生データの収集を行

った．そこで，その超音波信号の分析ならびに音速補正

の必要性の有無について調べ，海象計現地データ収録装

置で得られたデータと，その付近に設置した前述の IPS
によるデータとの類似性について定量的な比較を行った．

さらに，USWのドップラー成分も分析し，USW付近に

IPS とともに設置しているADCP のボトムトラッキング

モードによるデータと比較し，海氷挙動（移動方向・速

度）についても，USW が適用できるどうかについても

検討し，総じて流氷観測への海象計の適用性について検

討した． 

 

3.2人工海氷を用いた小規模水槽実験による検討 

3.2.1 実験の概要 

寒地土木研究所内のほぼ満水状態の大型造波水路（長

さ85m×幅1.6m×高さ3ｍ）に予め製作した模擬氷（試験

体）を型枠内に浮かべ，水路底部から鉛直上向に海象計

と同じ 200kHz・半減全角 3°の超音波を発信させた（図

-3.2）．その模擬氷からの超音波受波信号（音圧変化）を

PCにデータ収録した．一方，模型氷の厚さ変化等は，ス

ケールを含めて水槽側面からビデオ撮影した．模擬氷（試

験体）は，同研究所内の低温観測室（-10℃程度に設定）

を利用して，水道水を凍らせた淡水氷，および30‰の塩

を水道水に溶かせた塩水を凍らせた塩水氷を作成した．

形状は以下の通り 
① 板状氷：40×40×30cm（厚さ）の立方体 

② ラブル状氷：一辺が8cm程度の氷片の集合体で，集合

体のサイズは，板状氷と同じ 40×40×30cm（厚さ）とし

た．従って，①と②の形状の氷を，淡水と塩水の氷２通

り，合計4種類の氷を作成した（図-3.2参照）． 
 
3.2.2 主な結論 

  板状，ラブル状，また淡水か塩水かにより，やや異

なる結果が得られた．一連の結果から，気泡を含む

不純物を多く含んでいる塩水氷の方が十分な反射

音圧を捕らえることができた．また，凹凸が著しく，

複雑な配列をもつラブル状の場合，センサに一番近

図-3.2 室内実験の概観 

 スタッフおよびビデオによる観測 

40cm
 

超音波センサー（200kHz・半減全角 6°） 

模擬氷（試験体）

ラブル状氷の概観 

ラブル状氷の設置状況 

図-3.3 模擬氷（試験体）の概観と設置状況の例

図-3.1 海象計(USW)による計測イメージ 
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いところからの反射を捕らえることが分かった．別

途，実施した板上氷を斜めに固定した場合の実験結

果からも，このことを確認できた．以上より，実海

域で対象としている喫水の大きな流氷は，このよう

な塩水氷でラブル状から構成される複雑な変形氷

（Ice ridge）がほとんどであるが，このような複雑

な氷群を計測できる根拠が得られた． 
  距離減衰を考慮し，50m深の海象計センサからの超

音波を使用して流氷の底面までの距離測定は充分

に可能であることが推論された． 
 
3.3 現地海象計の波形分析 

3.3.1 概要 

紋別観測局舎において流氷下面からのエコー(主に超

音波信号を電気的信号に AP-100 海象計本体より波高計

測に使用している200kHz超音波の反射信号)を測定し，

反射信号を分析した．また，海象計現地データ収録装置

で得られたデータと，予め海象計付近に設置した前述の

IPS によるデータ（海氷喫水深）との比較を行い，海象

計(USW)による流氷喫水深の推定が可能であるかについ

て概略的に検討した．さらに，USW のドップラー成分

も分析し，USW付近に IPSとともに設置しているADCP
のボトムトラッキングモードによるデータと比較し，海

氷挙動（移動方向・速度）についても，USW が適用で

きるどうかについても検討し，総じて流氷観測への海象

計の適用性について検討した． 
 

3.3.2 主要な結論 

(1) オシロスコープの波形分析より 

  オシロスコープの波形形状より，流氷がある場合の

波形は鏡面反射とならないために，レベルが下がっ

てピークが複数出来ていた．反射強度については，

流氷があるときの反射波の強度は海面の反射の-6B
であることがわかった．これは，オシロスコープで

計測した波形に，ピークが複数出来ていたことから，

反射面が海面のように滑らかでないため，鏡面反射

ではなく，乱反射していることが考えられた(図-3.4)． 

(2) 海氷喫水深計測のUSWの適用性について 

 USW による喫水深（特に凸部の大きさ）の方が，

IPSに比べ小さい傾向にあった(図-3.5, 3.6)．これは，

信号処理アルゴリズムの相違のほか，両者のビーム

幅や周波数の相違などに起因する．USW のビーム

幅は IPSより大きいため，凹凸が平均化され，特に

凸部の大きさがやや過小評価されること，USW の

周波数は IPSより低く，その感度がやや劣る事など

が挙げられる． 
 しかし，USW と IPS は約 100m 離れており，流氷

下面の凹凸のスケールを考えると，両者は一致する

ことは期待できないものの，両者の波形パターンは

類似している，つまり，波形の形状（0を最小値に

もつ非対称・非ガウス的な波形）が類似しているこ

と，時刻歴にみる流氷の喫水深の出現頻度が概ね同

程度であり，同様な統計的性質があることが分かっ

た(図-3.5, 3.6, 3.7)．  
 特に実用上，重要となる流氷下面の凸部の大きさ

（keel 長）は，USW データ（喫水深）を，水温に

応じて音速補正し, それをハイパスフィルタに通

したものを 1.33 倍して，その他の誤差などを考慮

することにより概略推定できることを提案した(図
-3.8)． 

 水温に応じた音速補正については，水温を0℃と仮

定して補正すればよいことを示した． 
 以上より，既設の海象計を活用した流氷喫水深の概

略推定が可能であること確認した． 
 
 

図-3.4 超音波受波波形の例（波高） 

TDS 2002 - 11:35:03   2007/02/22

CH1,1 Volts/div,0.00025 s/div, 2500 points

(a)  流氷あり 

TDS 2002 - 10:48:33   2007/02/23

CH1,2 Volts/div,0.00025 s/div, 2500 points

(b)  流氷なし 
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図-3.5  海象計およびIPSによって得られた流氷喫水深の比較例(2008年) 

Mar.7, 2008

IPS 

USW 

Feb. 1, 2008

IPS 

USW 

図-3.7  USWと IPSによる海氷下面凸部の累積度数分布の比較例（0.5m以上） 
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図-3.6  USWと IPSによる流氷下面凸部の経時変化（図-3.5に対応）の周波数スペクトルの比較例 
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(3) 海氷挙動（移動方向・速度）計測のUSWの適用性に

ついて 

海氷挙動（移動方向・速度）についても，USW が適

用できるどうかについても検討した．USW には，上述

のように，鉛直上向に超音波を発し水位（波高）を計測

するセンサ(200kHz，ビーム幅3°)と，それから各測定層

の流向，流速を測定するドップラー式の超音波センサー

（500kHz）も装備している． 両者とも計測原理は，前

章で説明した IPSやADCPと同じで，1台の水中センサ

で波高・波向・流況等の多項目同時観測ができ，いわば

IPSとADCPを1台のセンサとして組み込んだ装置であ

る．しかしながら，USW は，ADCP のボトムトラッキ

ングモードに相当する機能がなく，流氷の動きを直接計

測できるわけでない．しかし，流氷下数mの範囲に境界

層が発達していれば，その層の流れを計測することによ

り，間接的に流氷の動きを観測できる可能性はあること

に着目した．主要な結論を以下に示す． 
 まずは，ADCPによるボトムトラッキングモードによる

流氷挙動と，同じ ADCP による上層 10m （USW の上

層の測定層厚に相当）の平均流速・流向データのデータ

と比較した．その結果，USW の上層測定層に相当する

水塊は流氷下の境界層内に含まれていることが確認さ

れるとともに，密接度が低く，流氷の移動速度が極めて

速い状態ではない場合には，ある程度，上層 10m 流速

は流氷の移動速度を表すことを確認した（図-3.9, 3.10）． 
 次に，USWの上層10mの流速データと，流氷の動きを

表す ADCP によるボトムトラッキングデータとを直接

比較した．USW による流速の絶対値あるいは変動振幅

は，ADCPによる流氷移動速度よりもやや小さい感があ

ったが，その変動特性などの傾向はよく捕らえていた．

ADCP による流速値の絶対値あるいは変動振幅の方が

やや大きい理由は，とくに流氷の密接度が低い場合や薄

い流氷で覆われた場合に，ADCPは実際の流氷の漂流速

度よりも早い開水面の表面流を捕らえたり，あるいは精

度が悪くなったりする要因もあるためと考えられる（図

-3.11）． 
 以上の理由により，USW による流氷挙動の計測の可能

性について，境界層内の水塊の流れで近似することによ

る若干の鈍感性を除けば，ADCPも常に真値を与えてい

るとは限らない事を勘案して，ADCPによるボトムトラ

ッキングデータを参照する場合と信頼性は大して変わ

らないものと思われる． 
 以上から，USW によって，流氷の喫水深や漂流方向・

速度を概略推定できるものと結論できる． 
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る測定値，h’’ はhUSW0をhIP S0より推定した場合（同

じKで表されると仮定）の誤差量

図-3.8  USWデータによる喫水深さの推定法 
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図-3.9  氷下での流れの鉛直分布の例 
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図-3.11  USWの上層10mの流速データと，流氷の動きを表すADCP
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 - 10 -

3.4  実務への適用（案） 

図-3.12 には，USW による鉛直方向の超音波（波高）

データを用いて推定される流氷喫水深の時系列データを，

USW のドップラー成分によって推定される流氷の漂流

速度から空間データに変換した，いわゆる流氷の下面形

状を示した 
また海象計によって，流氷の喫水深や漂流方向・速度

を概略推定できることを明らかにした．現在，海象計デ

ータの転送・収集を行っている紋別（南）観測所に，流

氷観測系のデータを抽出・分析する機器を追加すること

で，流氷の喫水深や動きをモニタリング出来るシステム

を構築することが可能である（図-3.13）． 

 
 

2
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図-3.13 流氷観測システムの構築（案） 

Mar.7 7:32 – 9:32, 2008 

Mar.6 1:33 – 4:54, 2008 

図-3.12 海象計データを用いて推定された流氷下面形状の例
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4．アイスブーム型海氷制御施設の設計法に関する研究 

4．1  研究経緯と研究目的 
H18 年度では， おもに氷群の集積状況や，種々の環

境・境界条件などが，アイスブームに作用する氷力へ及

ぼす影響などを明らかにした． 
H19年度では，アイスブームの係留杭近傍でのアイス

アーチ形成に関する水理模型実験を実施し，アイスアー

チの形成条件を明らかにした．これは上流側からの氷群

の伝達荷重を減ずる骨格形成が生じ，アイスブームへの

荷重が軽減する場合がある事に着目したものである． 
H20年度では，氷群の下面形状が凹凸であることを考

慮した氷群抗力について，氷下の境界層の発達や壁面剪

断力の概念を用いた理論的考察を行い，氷荷重推定に必

要な抗力係数の実用的推定法等を提案した．さらに，氷

群下の凹凸を考慮した水理模型実験を行い，凹凸に応じ

た抗力係数を推定した．これらの研究成果を踏まえ，実

海域における抗力係数の推定を試みた．さらに，個別要

素法を適用した数値シミュレーション手法の開発を行い，

実際にサロマ第一湖口で計測された氷群の伝達荷重と比

較し，その手法の妥当性を示すとともに，かねて実施し

てきた水理模型実験の妥当性についても間接的に示した． 
H20年度までの水理模型実験では，おもに氷群が流下

する水路を直線とした単純な境界条件の場合のアイスブ

ームへの氷群挙動やその伝達力などを調べてきた．しか

し現実には，直線的な水路ではなく，障害物や断面変化

を有している場合が多い．この場合，氷群はさらに複雑

な骨格形成により，直線的な水路とは異なった挙動や氷

荷重を呈する場合が考えられる．そこで，H21年度では，

上流側の平面地形（水路形状）がアイスブーム型海氷制

御構造物への伝達氷荷重に及ぼす影響等を把握するため

水理模型実験を行い，設計上の留意点について検討した． 
  最終年度であるH22年度においては，他の研究者らに

よる氷群下の粗度等を調べ，H20年度において提案した

境界層厚を考慮した平均抗力係数に換算し，伝達荷重を

推定するのに必要な抗力係数を評価した．また過年度に

妥当性が示された DEM による数値計算手法を用いて，

能取湖口のアイスブームを対象とした数値実験を実施し，

複雑な境界条件を持つ場合の氷群の集積状況や下流側へ

の伝達荷重の軽減特性などを検討し，設計への留意事項

としてまとめた． 
最後に，これまで実施してきた数値計算、水理模型実

験および理論解析的アプローチによる研究成果をとりま

とめ，アイスブーム型海氷制御構造物への作用力推定法

を提案し，フローチャート形式にまとめた． 

4.2 水理模型実験によるアプローチ 

4.2.1 氷群の集積状況や，種々の環境・境界条件などが，

アイスブームに作用する氷力へ及ぼす影響 

(1) 概要 

本項では，過去の実験を拡張した水理模型実験例えば1)2)3)

を行い，種々の条件の違いによるアイスブームへの荷重

伝達特性や氷群の挙動などについて述べた．また，氷群

の壁面による拘束を考慮した下流への伝達荷重の理論解

の導出を試み，実験値と比較した． 
(2) 実験方法および実験条件の概要 
図-4.1に示すように，幅2m×有効長10mの木製水路（水

深約11cm)を設置，水位差(上流側で水を連続供給)を利用

して流れを発生し，図-4.2 に示すように，密度と摩擦係

数が実物の氷と近い模擬氷（ポリプロピレン）を流下さ

せて模型アイスブームでトラップさせた．実験縮尺は，

能取湖口に設置が計画されるアイスブームと航路の規模，

および実験室の規模を勘案し，1/100～1/150 とした．な

お模型アイスブームはサロマ湖での下部ネット付特殊型

とし，ネット，フロート（発砲スチロール性のひも），ネ

ットとフロートを取り付ける釣糸，それから錘から構成

される．これを水路中央に1スパン，その両側に半スパ

ンのブームを設置した．模型氷（氷群）の投入地点はア

イスブーム設置位置から上流側に約 6.5m 地点とし，所

定の密接度となるよう，できるだけ均一に氷を水面に供

給した．氷群供給方法は，できるだけ水面の動揺や波が

発生することのないよう，水面付近から静かに人手によ

り供給した．氷の供給量は，密接度（または被覆率；あ

る水面に氷の占める面積の割合）で10%程度を目標とし

たが，成果は6～24%(平均13%)であった．また個々の実

験では，最大被覆長(2m および 4m)を設定し，それを各

被覆段階に分けた（2m までは 50cm 間隔，それ以降で

1m間隔）．各被覆段階での長さに達したら氷群の流下を

ストップし，そのまま10分間静止させ，所定の最大被覆

長までこれを繰り返した．計測項目は小型ロードセルに

よる各アイスブームの張力、分力計による支柱に作用す

る荷重、それに水位や流速である。実験条件は、図-4.3
に示すように、流速（目標0.05m/s～0.15m/s）、壁面のタ

イプ（フラット、凹凸）、氷盤タイプ（標準的なサイズは

3cm,；円形、正方形、混合）を変化させて行った。実験

結果を単純な氷力の理論値と比較した上、実験結果を正

規化（単純化）し、実験条件の違いが及ぼす氷力の依存

性、および被覆長にともなう氷力の履歴などについて考

察した。また壁面による拘束を考慮した氷群被覆長によ

る荷重の推移を表す解析解を導出し、実験値と比較した。 
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(3) 主要な結論 

 アイスブームに作用する静的荷重は，氷群被覆長と

ともに増大すること，圧力抗力と摩擦抗力から成る

こと，また荷重は速度の2乗に概ね比例することが

示され，平板を台車で曳航することにより実施した

上田等(1992)3)の実験と同じ傾向となった．単純な境

界条件の場合には，その物体抗力の概念や実験的傾

向から導出された氷力推算式 3)は本実験値の傾向を

概ね表し，その妥当性を確認した．また荷重は，そ

れを受け持つアイスブームの幅に比例することが

確認された（図-4.4）． 
 アイスブームに作用する荷重は，同一条件でのバラ

ツキも考えると，本実験の範囲内において，氷盤タ

イプや水路壁面（側壁）の状態による明確な違いは

なかった（図-4.5）． 
 氷群被覆長と支柱間隔との比が最大で 4，および支

柱間隔と氷盤の大きさの比が最大で 3/50 において

は，壁面状態，氷盤の形状（円盤，正方形およびそ

アイスブーム模型 

支柱模型 

図-4.2 実験風景 

氷群被覆長 

氷盤流下 

図-4.1 アイスブームの実験装置の概要図 
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正方形混合
1辺3cmおよび1.5cm, 厚さ0.5cm

模型氷

密度と摩擦係数が実物の氷と近いポリプロピレン製

標準的なサイズとして3cm
→ 國松ら（1992）の北海道オホーツク海沿岸部における現地調査により、海氷盤の
大きさが2～4mの割合が多いと報告されており、模型縮尺からそのように設定

水路壁面のタイプ

壁面に凹凸を設けた場合

フラット：　木製の水路に何も加工しない場合

凹凸：　直径3cmの半円柱を水路壁面に取り　

　付けた状態

 
水路壁面 氷盤タイプ 

支柱間隔 

（中央部） 
目標 

流速 
m m/sec

CASE_1 フラット 円盤 1 0.05 

CASE_2_1 フラット 円盤 1 0.1 
CASE_2_2 フラット 円盤 1 0.1 
CASE_3 フラット 円盤 1 0.15 

CASE_4 フラット 円盤 0.5 0.1 

CASE_5 フラット 正方形混合 0.5 0.1 
CASE_6 フラット 正方形 0.5 0.1 
CASE_7 フラット 正方形混合 1 0.1 
CASE_8 フラット 正方形 1 0.1 

CASE_R1 凹凸 円盤 1 0.05 

CASE_R2 凹凸 円盤 1 0.1 
CASE_R3 凹凸 円盤 1 0.15 
CASE_R4 凹凸 円盤 0.5 0.1 
CASE_R7 凹凸 正方形混合 1 0.1 
CASE_R8 凹凸 正方形 1 0.1 

図-4.3 主な実験条件 

模型氷 

水路壁面のタイプ 

2.7cm, 厚さ0.5cm 1cm & 2.7cm, 厚さ0.5cm 
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れ，摩擦(抗力)係数と形状抵抗（圧力抗力）係数 

図-4.4 アイスブームに作用する荷重（流下方向）の計算値

と実測値の比較（中央アイスブーム）（被覆長0～4m）

0 0.1 0.2 0.3
0

0.1

0.2

0.3
 CASE-1 CASE-5
 CASE-2 CASE-6
 CASE-3 CASE-7
 CASE-4 CASE-8

氷被覆長： 0m～4m
中央ワイヤ

Cs=0.0051
Cd=0.653

実験値　F/B (N/m)

計
算

値
 F

/B
 (N

/m
)

側壁：フラット

 

氷
群

被
覆
長

 

側部ワイヤ 

2m

中央ワイヤ 側部ワイヤ 

F/2 F F/2
B/2 B B/2



  

 - 13 -

の大小混合）にかかわらず，すべてのケースで荷重

は増大傾向であり，本実験の範囲内において，支柱

間にアーチあるいは荷重を軽減するような骨格形

成（支柱や側壁への負担増大）が確認できなかった． 
  壁面あるいは氷盤相互の影響・拘束を考慮した場合

の，氷群被覆長に応じた流下方向の氷群の荷重伝達

を表す解析解を導出した．解析解によれば，氷群被

覆長に応じて荷重は正比例せず，荷重増加率は減少

し，無限の氷群被覆長では一定値に収束する．本解

析解によって，実験値の傾向を概ね説明することが

できた（図-4.6, 4.7）． 

 

 

4.2.2 アイスアーチ形成に関する水理模型実験 

(1) 概要 

アイスブームを係留する支柱間近傍のアーチの発生を

考慮したアイスブームへの氷群の集積，荷重伝達特性に

ついて実験的に検討した．これは，上流側の平面地形や

施設配置，流れの状態，氷の形状や大きさ等によっては，

アイスブームへの伝達荷重を減ずるような氷群の骨格形

成が生じる場合がある事に着目したものである.  
(2) 実験方法および実験条件の概要 
基本的な実験条件は前項と同様である．実験条件を表

-4.1および図-4.8, 4.9に示す．表面流速（0.05～0.15m/s），
氷群の形状(円形，矩形，および混合タイプ)，氷群の大

きさ(代表長a=3～10cm)，そして支柱間隔(b’=12～92cm)，
を様々変えて実施し，アイスアーチ形成条件を概略的に
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図-4.6  側壁の影響を考慮した場合の力学モデル 

氷群タイプ 
a b’ 目標流速 

cm cm cm/s
(a)円形タイプ 
○3cm 3 12, 42 0.05-0.15
○6cm 6 12, 30, 42, 92 0.05-0.15
○10cm 10 12, 30, 42, 92 0.05-0.15
(b)矩形タイプ

□2.7cm 3 12, 30, 92 0.05-0.15
□10cm 11.2 42 0.05-0.15
(c)混合タイプ 

○3cm(75%)
□2.7cm(25%) 3 12 0.10 
○3cm(50%)
□3cm(50%) 3 12 0.10 
○3cm(25%)
□3cm(75%) 3 12 0.10 
○3cm(50%)
○10cm(50%) 6.5 12 0.10 
○3cm(85%)
○10cm(15%) 4.05 12 0.10 

表-4.1 主な実験条件 
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検討した．なお，表中の混合タイプの配合率については，

重量比に基づいており，その代表径として，各径にその

配合率を乗じた重み付き平均として定義した．また矩形

タイプの代表径は，円換算した場合の直径と定義した． 

 

(3) 主要な結論 

   アイスアーチング形成を表現する指標として，その

形成に必要な氷群被覆距離（1m と仮定）以降の被

覆距離にともなう荷重増加率，つまり，正規化され

た荷重（ρBV2 で除す，V；流速，B; 荷重作用幅）

－氷群被覆長曲線の勾配（Carch）を提案した． 

   バラツキは大きいが概して，あるa/b’まではCarch が
一定であるが，それ以降では，a’/b とともにCarch が
減少傾向にあり，アーチ形成に推移すること，また，

明らかに○型よりは□型氷群の方がアーチが形成

しやすいことが分かった．○型氷群では，およそ

a’/b が 0.3～0.4 より大きくなるとCarch が減少傾向

にあり，0.6～0.8 の間で完全にアーチ形成が生じる．

一方，□型氷群では，おおよそa’/b=0.2 程度でアー

チ形成が生じることが推察された．また流速の大小

（あるいはフルード数）による明確な違いは見られ

ないが，a/b’が大きくなると，流速の大きい方がCarch 
が減少傾向にあり，アーチが形成しやすい感があっ

た(図-4.10)．  
  さらに○型と□型の混合タイプについて同様な実

験をおこなったところ，□型氷の配合率25%とその

割合が少なくてもCarchは大きく減少し，その形成が

生じやすくなるものと推察された(図-4.11)． 
  現実の氷野では，角張った形状の氷が多いことから，

実用的には，a/b’=0.2 程度でアーチ形成が生じると

考えることができる．ただし，後方からより大きな

氷が衝撃的に作用した場合や潮汐による転流など

により一時的にアーチが崩壊する可能性もあるの

で別途検討が必要である． 

■10cm ■2.7cm ●3cm_T 

●10cm ●6cm ●3cm 

図-4.9 用いた氷群模型 

□10cm[矩形型] 
辺長10cm, 厚さ5mm 

□2.7cm[矩形型] 
辺長2.7cm, 厚さ5mm 

○10cm[円盤型] 
径10cm, 厚さ5mm 

○6cm[円盤型] 
径6cm, 厚さ5mm 

○3cm[円盤型] 
径3cm, 厚さ5mm 

図-4.8  寸法の定義 

F/
ρ

V2 b’ F/ρV2b’=CarchL 

L 

図-4.10 アーチ形成の指標の定義 

図-4.11 ○型および□型氷群の混合タイプの場合のアー

チ形成状態（○3cm,□2.7cm） 

0.2 0.4 0.6 0.8 1

1

2[×10-3]

0

C
ar

ch

□型氷群の配合率

○□混合（○3cm, □3cm)

b=20cm
v=0.1m/s

図-4.10 a/b’をパラメータとした場合のアイスアーチング形

成状態（複数の同一実験についてはそれらの平均値）[黒は○

型氷群，赤は□型氷群を表す] 

b

a

L

F/
ρ V

2 B

F/ρV 2 B=Carch L

0.2 0.4 0.6 0.8 1

1

2

3

4

5[×10-3]

0
a/b'

C
ar

ch

○  Circle　 5cm/s, 10cm/s, 15cm/s

混合タイプ（○3cm, ○10cm)

□  Square　 5cm/s, 10cm/s, 15cm/s
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4.2.3 上流側の平面地形（水路形状）がアイスブームへ

の伝達氷荷重に及ぼす影響などの検討 

(1) 概要 

前項までは，水路を直線とした単純な境界条件の場合

のアイスブームへの氷群挙動やその伝達力などを調べて

きた．しかし現実には，直線的な水路ではなく，障害物

や断面変化を有している場合が多い．この場合，氷群は

さらに複雑な骨格形成により，直線的な水路とは異なっ

た挙動や氷荷重を呈する場合が考えられる．本項では，

上流側の平面地形（水路形状）がアイスブーム型海氷制

御構造物への伝達氷荷重に及ぼす影響等を把握するため

水理模型実験を行い，設計上の留意点について検討した． 

(2) 実験方法および実験条件の概要 

基本的な実験条件は前項と同様である．図-4.12, 4.13 

に示すように急縮水路（水路幅2m→0.92m）に氷群が移

動する場合の挙動や氷荷重の変化について検討した．実

験条件については，○3cm および□3cm についてそれぞ

れ実施し，目標流速（表面流速）は，幅広部で 0.7m/s，
縮小部で 0.14m/s で実施した．その実験の様子を図-4.13 
に示す． 
(3) 主要な結論 

 断面縮小部水路内での氷群の堆積において, 荷重

は被覆長とともにほぼ直線的に増加し，幅広部では

流速が約半分程度に減少するため，その増加率（直

線勾配）は小さくなるが同様に直線的に増加する傾

向にあった（図-4.14）． 
 ○型と□型を比較すると，断面縮小部内では，ほぼ

同程度であるが，幅広部以降は□型氷の方がやや小

さく，増加率もやや小さいことが見受けられた．ア

ーチング・ジャミング形成実験で，□型氷群の方が

それが生じやすい結果が得られたことからも，急縮

部境界における両側の壁面への荷重分担が□型氷群

の方がやや大きくなるような骨格形成が生じてい

ることが推察される（図-4.15）． 
 縮小部より上流側（幅広部）における氷群被覆長の

増加にともなう単位幅あたりの荷重の推移を，縮小

部における実測値の傾向と流速変化分（減少）から

推測した．急縮部より少し上流側では予測値よりも

実測値の方が大きく，被覆長が増加すればその大き

さが逆転，つまり増加率は実測値の方が小さくなる

傾向にあった． 

 これは，図-4.16 に示すような簡単な力学モデルを

用いて説明した．急縮部近傍では複雑な流れの変化

の影響をうけ，その流れに沿って，仮想的に延長し

た縮小断面幅(B)領域よりも外側の氷群の荷重も縮

小水路内へ伝達される．つまり，この段階では，急

縮部の両側壁面への荷重伝達が小さく，全体荷重と

してアイスブームには水路幅 B 以上の荷重伝達を

受けることになる．他方，氷群被覆長が増加してく

ると，相対的に急縮部近傍では複雑な流れの変化の

影響は受けず，逆に，仮想的に延長した縮小断面幅

(B)よりも内部の氷群の荷重が外側へ伝達され，急

縮部の両側壁面の荷重分担が大きくなる．結局，全

体荷重としてアイスブームには水路幅 B 以下の荷

重伝達となり減少する．さらに物理的に考えると，

被覆長が大きくなれば，氷群に作用する流体力は大

きくなるので，むろん急縮部の両側壁面に荷重が十

分伝達すること，複雑な破壊線を形成して，中央部

図-4.12 急縮水路実験の概要図 

2m

0.92m

図-4.13 急縮水路実験での様子 



  

 - 16 -

縮小水路内部への荷重伝達を減少させる（その分両

側壁面への分担率増大）ような骨格形成となってい

ること，などによるものと思われる．これはアイス

アーチング形成に準じる物理機構であると思われ，

水路幅や氷の大きさ，形状にも依存する． 

 

 

 

 したがって，設計的観点から，横断方向（氷群の流

入方向に直角）に突き出ているような自然地形や既

設構造物の下流側にアイスブーム設置が設置され

るとすれば，その荷重減少分を考慮すべきである．

これには，後述する，数値シミュレーションによる

検討や，アイスアーチング形成実験等の研究成果を

準用した検討が可能である． 

 

4.2.4 氷群下面の凹凸を考慮したアイスブームへの伝達

荷重に関する検討およびオホーツク海における流氷群

の抗力係数を概略推定 

(1) 概要 

前項までは，特に氷の下面が平坦な流氷群の場合につ

いて実施してきた．しかし，現実の氷野では下面は凹凸

である場合が多いため，これを考慮した基礎的な水理実

験を試みた．そこで，凹凸の状態が氷群伝達荷重へ与え

る影響を調べるともに，前項で示した氷群抗力の解析解

より，各凹凸状態に応じた抗力係数を推定する一方，凹

凸の幾何学的形状から，凹凸特性を表す，パワースペク

トル，混入率や波数，平均パワー（分散）などの関係を

理論的に導出，整理した．また，それらの量と抗力係数

とを関連づけた．さらに，それらの関係を利用し，オホ

ーツク海での流氷群下面凹凸の観測結果から，その抗力

係数の概略的な推定を試みた． 
(2) 実験方法および実験条件の概要 
基本的な実験条件は前項と同様である．模型縮尺は

1/100 程度を想定し，表面流速を 0.05～0.15m/s(目標値)
の範囲で実施した．また，氷群の凹凸を，直径a=3cmの

円柱で，厚さの異なる 2 種類の模擬氷盤[5mm および

20mm]により表現した（図-4.17）．この場合，その凹凸差

図-4.16 断面変化部より上流側に氷群が堆積した場合の壁面へ

の荷重伝達のモデル 

左図：被覆長が短いとき 急縮部の流れの影響をうけ，縮小断面

幅 B よりも外側の氷群の荷重も伝達される（急縮部の両側壁面

への荷重伝達小さい） 

右図：被覆長が長いとき 縮小断面幅B よりも内部の氷群の荷重

が外側へ伝達され（急縮部の両側壁面の荷重分担が大きくなる）

0 1 2 3 4 5
0

0.1

0.2

L (m)

F/
B 

(N
/m

)

縮小水路実験 □3cm氷盤, b=2m→1m
V0=15cm/s

縮小部 幅広部

0 1 2 3 4 5
0

0.1

0.2

L (m)

F/
B 

(N
/m

)

縮小水路実験 ○3cm氷盤, b=2m→0.92m
V0=15cm/s

幅広部縮小部

図-4.15 縮小部より上流側における氷群被覆長の増加にと

もなう実測値と縮小部における実測値の傾向と流

速変化分（減少）から推測した予測値との比較 

上図：○3cm 氷，下図：□3cm 氷 

0 1 2 3 4 5
0

0.1

0.2

L (m)

F/
B 

(N
/m

)

縮小水路実験

b=2m→1m
V0=15cm/s

   ○氷盤アンサンブル平均
　□氷盤アンサンブル平均

縮小部 幅広部

図-4.14 氷群被覆長にともなうアイスブームに

作用する荷重（単位幅あたり）の推移 

[○型 3cm 氷，□型3cm の各アンサンブル平均]

（各被覆長における平均値） 
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である振幅 Δh を一定に保ち，その配合率を変えて様々

な凹凸状態を創出した．Δhは模型氷の比重(0.9)を考慮し

て，0.9×(0.02－0.005) =0.0135mとなる．なお，これらの

氷群はランダムに流下させた．表-4.2 には，その配合率

として20mm厚の氷盤（以下20mm氷という）の混入率

（ξ）と平均的な波数を示した（直線上に均等に配列した

場合で，前述のように実際には，2 種類の混合はランダ

ムに行う）． 

 
(3) 主要な結論 

 平坦な氷群の場合と同様，アイスブームへの伝達荷

重は流速の二乗に比例した．伝達荷重と氷群被覆長

の関係は，平坦な氷群の場合にはほぼ直線であった

が，凹凸の場合には，曲線的（増加率が減少）であ

った．また，流下方向の伝達荷重の理論モデルは，

この実験値の傾向を良く表すことを確認し，このモ

デルより，各凹凸状態の氷群の抗力係数を推定した

(図-4.18)． 
 高さ（振幅）一定で異なる(20mm 厚氷盤の)混入率 ξ

に対応する各凹凸状態を表す波数や分散などの単純

な指標を算定し，それらと抗力係数との関係を推定

した(図-4.19)． 
 上田等の実験 3)も考慮して，抗力係数は，10-2のオー

ダーであること，凹凸の周期と振幅の比（T/Δh）が1
のオーダーで Cs が最大となることが推察された(図
-4.20)． 

   本実験結果から，オホーツク海における流氷群の摩

擦抗力係数の概略推定を試みた．現地観測結果の有

義振幅と標準偏差との関係から，およそ0.03～0.04
と推定された (図-4.21)．これは，事項でも示すよう

に，他の観測結果)で，氷下の流速プロファイルを

計測することによって推定されたラフな氷の場合

の抗力とだいたい同程度である． 

 

 

図-4.17 実験に用いた氷群模型 

 
20mm厚模擬氷盤

の混入率ξ(%) 

波数 kp 

(cycle/m) 

ケース1 25 8.33

ケース2 11.1 3.7

ケース3 4 1.33

表-4.2 凹凸氷群の実験条件 

図-4.20 凸部の間隔と凹凸振幅との比(T/Δh)と抗力係数との関係

および上田等の実験結果との比較 
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上田等の実験結果

T/Δh → 無限大

 

k 

S 

5cm 
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0.6m 

上田等の実験方法 

図-4.18 氷群被覆距離(L/B)と氷群伝達荷重との関係 及び

理論モデル（解析解）の当てはめ（荷重は流速とア

イスブームの支柱間隔(B)で正規化） 
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凸部の幅L を20mm 氷の直径(L=0.03m)とし

（円形の場合には，直径はL の最大値となるが，

ここではそのように仮定する），平均的な周期をT
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ここに，hmaxおよびh0はそれぞれ20mm氷および5mm氷の喫水
厚で, それぞれ0.018m, 0.0045m， Δh=hmax-h0（凹凸振幅）
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図-4.19 混入率ξと波数 kp・スペクトル・平均パワー（分

散）との関係 
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4.3 理論解析および文献調査によるアプローチ 
4.3.1 氷群下面に作用する抗力に関する理論的考察 

(1) 概要 

河川および海域の場合であればサロマ湖口（第 2）や

能取湖口のように航路部分が比較的長く水路と見なされ

るところにアイスブームが設置される場合を想定する． 
まず，図-4.22 に示すように，開水路に断面平均流速 V0

で水が流れており，あるところから水面が氷群に覆われ

ている領域が存在する場合の流れを考える．この場合，

氷群の影響により流下方向に境界層が発達し，いずれ海

底の影響による境界層に接し，一定の境界層厚に達する

ものと思われる．また同図に示すように，流速分布を対

数分布則と仮定したとき，運動方程式および連続の式か

ら，境界層厚の常微分方程式が得られる[(7)式]．これを

もとに，抗力係数や粗度係数の表現を試みた．一般に抗

力係数は粗度と位置の関数となるが，本報では実用的に，

断面平均流速を用いた平均抗力係数の算定法を提案した．

さらに，境界層厚を介し，粗度と粗度係数との対応関係，

海底粗度を考慮した合成粗度係数を導いた．また様々な

条件において境界層厚や抗力係数・粗度係数，氷力（抗

力）等を試算し，それらの性質を調べた． 
 
(2) 主要な結論 

 境界層内流速を対数分布則に従うと仮定し，氷群下の

境界層厚を理論的に導出するとともに，境界層厚の概

念から，断面平均流速を用いた平均抗力係数や粗度係

数（海底粗度を考慮した合成粗度係数を含む）などの

実用的な算定法を提案した．また，境界層厚，断面平

均流速を介して，抗力係数，粗度，粗度係数の対応関

係が理論的に明確になった． 
 氷群の粗度係数(ni)が大きくなれば，境界層は海底側へ

近づき，境界層厚が一定となる氷群端部からの距離が

短くなる傾向があった．また，水深 10m，海底粗度係

数(nb)が0.03程度のとき，氷群端部からの距離がおよそ

50m 以上であれば，境界層厚が一定となり，実用上は

境界層を一定と仮定できた（図-4.23）． 
 境界層厚が一定となる場合には，本研究で提案した合

成粗度係数(n0)と境界層厚の変化を考慮しない単純な

Sabaneevの式 4)による値とはほぼ一致した（図-4.24）． 
 zi/δが大きい場合を除いて，粗度係数は大きく変化しな

いものと推察され，これが，実用的に粗度係数は一定

と見なされる理由であるとともに，粗度係数は水深の

影響を大きく受けないとする大森ら(2005)5)の結果を裏
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図-4.21 摩擦抗力係数CsとC0/Δh2との関係 
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図-4.22 氷群の存在による境界層のモデル 
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定常状態の境界層内の運動方程式を境界層内領域において水深方向に

積分すると， 

運動方程式を氷下面から海底まで積分すると， 

以上から，連続の式も考慮して，次式が得られる． 

境界条件は， 

流速分布ui(x,z)，ub(x,z)を次式の対数分布則とすると(7)式のδの微分方

程式を得る．ここに，U*i,U*b, zi,zb は，それぞれ氷下面，海底面での摩

擦速度，粗度である． 

h-δ(x) 

V0 
h 

ui(x,z) 

ub(x,z) 

z 

z’=h-z 

x 

h:水深，V0：断面平均流速，ui(x,z), ub(x,z)：氷盤が及ぼす境界層内の流

速分布およびそれ以外の層内の流速分布,δ(x)：氷群が及ぼす境界層

厚, τi, τb : 氷群下および海底面に作用するせん断応力, I:エネルギー

勾配, p:圧力, κ:カルマン定数, zi, , zb: 氷群・海底での相当粗度 

δ(x)



  

 - 19 -

付けているものと解釈された． 
 境界層厚の増加とともに氷群に作用する抗力（摩擦応

力）が減少し，境界層厚と同様に一定値に漸近する．

特に，理論上は，氷端部での抗力が∞となって急減する．

境界層厚が一定となる被覆長（距離）までは，距離と

の関係は直線ではなく，境界層厚が一定となる距離以

降では，両者の関係は直線となる． 
 一般に，粗度係数（抗力係数）は海氷の凹凸などに大

きく依存するため，広い海域で典型的な値を提案する

のは難しいが，オホーツク海南部の氷群下面が凹凸に

富む変形氷野におけるアイスブーム等に作用する氷力

（環境力）を設計的観点（安全側）から推定する場合

に用いる粗度係数（抗力係数）の概算を試みた．大森

ら(2005)5)による，氷板の下面形状が粗度係数に与える

影響についての模型実験結果を，現地スケールを勘案

して，本手法を用いて抗力係数へ換算すると，平均抗

力係数は0.0314を得た（図-4.25参照）．さらにこれは，

前項の結論において，水理模型実験とオホーツク海に

おける観測結果から推定される抗力係数にだいたい等

しい． 

 

 
4.3.2 他の研究者らによって得られた氷群下面の粗度係

数の平均抗力係数への換算およびその評価 
前項では，氷群下の境界層や断面平均流速を用いた平

均抗力係数の推定法を提案した．また水理模型実験結果

やオホーツク海における氷群下面凹凸の観測結果から，

伝達荷重推定時に必要となる抗力係数の概略値を

Cs=0.03 と提案した．この値を客観的に評価するため，

他の研究者らによって得られた粗度および抗力係数など

を表-1に示す。海氷下の境界層内と考えられる地点の流

速データから、対数法や渦相関法などにより、摩擦速度

や粗度(roughness parameter)あるいは抗力係数(water drag 
coefficient)などが推定されている他、海氷の漂流から抗力

係数を逆算的に推定される場合もある。海洋での海氷下

の境界層厚は様々な見解があり、Kolesnikov et al.(1965)
は2.5～10mと述べているし、Hunkinsは2mあるいは1m
よりも小さいと述べている。また、粗度や抗力係数は通

常氷下 1～2m 地点で計測された値が採用される場合が

多い。表-4.3 には、観測によって得られた粗度や抗力係

数を各文献で記述されている数値のまま紹介するととも

に、前項で提案した平均抗力係数の推定式により、海氷

下 1m および 2m における値に換算した抗力係数も記述

した（係数に1/2がつく場合はCD2であることに注意）。

抗力係数は、粗度（roughness parameter）と位置の関数と

なっており、ある水深zにおける抗力係数をもちいれば、

その深さ z の流速を用いて、剪断応力を推定する必要が

ある。しかし、前項にも議論したように，抗力係数は、

断面平均流速を用いた平均的な値で表す方が実用上都合

が良いことなどからこの平均抗力係数も記述した。表よ

り、抗力係数は10-3～10-2のオーダーであることが分かる。

本検討で提案した抗力係数と表中の抗力係数とは単純に

比較することはできないが、Cs(=CD2)=0.03という値は、 

図-4.23 各粗度係数に応じた氷群下の境界層の発達
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図-4.24氷群の粗度係数と合成粗度係数との関係，および断面

平均流速を用いた平均抗力係数との関係 
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氷群下面の粗度係数（境界層厚が一定となった場合）の推定

氷板の影響をうける領域

海底の影響をうける領域

氷盤下の下面形状が粗度係数に与え
る影響についての模型実験

凹凸氷盤（厚さが1cm～5cmのブロック
の混合体、水深50cm）の粗度係数niを、

乱流時の速度分布を対数分布とした
Majewski(1988)の手法用いて推定

ni=0.027～0.035程度を得る

粗度係数の現地スケールへの換算

フルードの相似則より、縮尺比λの1/6乗（np=nmλ1/6）

ni=0.031、λ=40（厚さが40cm～2mの氷が混在している凹凸氷盤と想定）とすると、

粗度係数の現地換算値は0.057程度

－大森ら(2005)の実験－

さらに、nb=0.03、水深を10mとすると、

一定となる境界層厚は6.93m

全断面平均流速を用いた平均抵抗係数はCD2=0.0314程度

図-4.25 氷群下面の抗力係数の推定の試み 
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表-4.3 他の研究者らによって得られた粗度および抗力係数の比較 

Reference Site Ice type Estimation 
method z0(cm) CD (original) 

CD CD2=2 CD 
CD2 の

平均 

Remark 

-1m -2m -1m -2m 

境界層

厚 2m

の場合

M.Johannessen(1970)6) Gulf of St.Lawrence 
first-year ice, 
10-15m の ice 
floe 

対数法 

Quite rough 3.275 0.02057  氷下 0.5m 0.01369 0.00946 0.02738 0.01893 0.03270   

Very rough 9.400 0.04708  氷下 0.5m 0.02862 0.01711 0.05724 0.03423 0.07224   

Rough 3.000 0.01940  氷下 0.5m 0.01301 0.00907 0.02602 0.01814 0.03096   

Smooth 0.650 0.00843  氷下 0.5m 0.00631 0.00487 0.01262 0.00975 0.01429   

M.Reynolds(1985)7) Southern Bering Sea Smooth floe     2.158 0.00780  氷下 2m 0.01087 0.00780 0.02175 0.01560 0.02554 
Quoted by Wadhams 

(2000) 

M.P.Langleben (1982)8) Barrow Strait first-year floe 
of fast ice 対数法   0.002 0.00132  氷下 1m 0.00132 0.00117 0.00264 0.00234 0.00279   

Langleben(1980)9) Beaufort 
Sea(AIDJEX) Multi-year       0.00414       0.00828    

Quoted by Langleben 

(1980) 

McPhee and Smith (1976) 
10) 

Beaufort 
Sea(AIDJEX) Multi-year       0.00220        0.00440    

Quoted by Langleben 

(1980) 

N.Untersteiner(1965)11) Island Arlis2 in the 
Greenland Sea Multi-year 対数法   2.000     0.01045 0.00754 0.01045 0.00754 0.02448   

Campbell[1965]12) Arctic Sea   氷の漂流計

算より推定   2.600     0.01201 0.00848 0.02402 0.01697 0.02842 
Quoted by Untersteiner 

(1965) 

Ling et al.(1965)13)         1.255     0.00835 0.00622 0.01670 0.01244 0.01925 
Untersteiner et.al.(1965)の

結果から推定 

K.Shirasawa et al. (1976) 
14) 

Robeson Channnel, 
Ellesmere Island 

first-year, 
smooth ice 渦相関法   0.000 0.00105  氷下 1m 0.00105 0.00094 0.00210 0.00188 0.00221   

Smith (1975)15) Beaufort 
Sea(AIDJEX) old pack ice 渦相関法 

  0.015 0.00176  氷下 2m 0.00205 0.00176 0.00410 0.00352 0.00440 
Quoted by Shirasawa et al. 

(1976) 

  0.035 0.00214  氷下 2m 0.00253 0.00214 0.00507 0.00429 0.00548   

P.Wadhams(2000)16)           0.00400        0.00800    典型的な値と述べている 

McPhee(1979)17) Central Arctic pack Multi-year     5.911 0.02000  氷下 1m 0.02000 0.01290 0.04000 0.02580 0.04917 
Quoted by Wadhams 

(2000) 

Pease et al.(1983)18) Bering Sea MIZ 10-20m ice 
floe 

対数法,  
スラブ法 

対数法 8.408 0.02420  氷下 1.1m 0.02610 0.01593 0.05220 0.03186 0.06545   

スラブ法/下限 5.718 0.01830 氷下 1.1m 0.01954 0.01266 0.03908 0.02532 0.04795   

  スラブ法/上限 7.416 0.02200 氷下 1.1m 0.02364 0.01474 0.04728 0.02948 0.05886 

C.Wamser et al.(1983)19) 南極  氷の漂流計

算より推定    0.00130 0.00260  
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(1)

(2)

比較的ラフな氷の場合におけるオーダーとなっており，

実用的観点からは妥当な数値であるように思われる。 事
実、Wadhams(2000)16)は典型的な係数は0.008であると述

べているし、Johannessen(1970)6)の rough な海氷について

の結果からも0.03程度であることが推察される。 
 
4.4 数値解析的アプローチ 

4.4.1 DEM による数値計算法の適用および実測値（水理

模型実験および現地観測結果）との比較 

（１）概要 

氷群は非連続体と見なし得るため，粒状体などの非連

続体のシミュレーションに適している個別要素法

（D.E.M）の適用を試みた．この手法は粒子のもつ物性値

を間接的に考慮でき，あるいは複雑な粒子の移動・衝突

に合うようチューニングすることにより，様々な状況に

応じた挙動を推定できるという柔軟性を有している．こ

こでは，その計算結果を水理模型実験および現地観測結

果（サロマ第一湖口アイスブームの張力）と比較するこ

とにより，本シミュレーション手法の妥当性を示す． 

（２）DEMの概要と計算条件 

要素の集合体において，個々の要素毎に独立した運動

方程式をたて，これを差分近似して時間領域でステッ

プ・バイ・ステップで前進的に解くことにより要素の挙

動を追跡し，その集合体としての動的挙動を解析しよう

とするものである． 
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ここに，mi:要素(i)の質量，Fi : 要素に働く合力，Mi : 要
素に働く合モーメント，Ii: 要素の慣性モーメント，Ci, Di : 
減衰定数，u :要素の変位ベクトル，φ:要素の回転変位，

である． 
先の運動方程式で考慮する氷（粒子）に作用する力Fice 

は，流れによる抗力として圧力抗力と摩擦抗力とし，次

式で定義した 3)． 
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ここに，A は氷の面積，h’は喫水深，Cs と Cd はそれぞ

れ，摩擦(抗力)係数と形状（圧力抗力）係数である．ま

た氷は，水理模型実験結果と比較するため，円盤とし，2 
次元として扱った．その他の計算条件を表-4.4に示す． 
 
(3) 主要な結論 

  水理模型実験との比較において，シミュレーション

では，氷群模型の水路への投入にともなう波の影響

を考慮していないので，荷重減少の傾向は実験値ほ

ど顕著ではないが，わずかには再現されており，粒

子配列の変化による荷重減少が説明できた．また，

荷重の増加傾向，荷重の大きさ，側部および中央ア

イスブームの荷重のオーダーは実験値と良い一致

を呈した．実験とシミュレーションとの土俵の違い

（計算では実験特性である波の発生およびアイス

ブームのフレキシブル性も考慮していない）がある

ものの，概ねシミュレーション結果は実験値の傾向

を再現していると言える（図-4.26）． 

  現地観測結果との比較も行った．対象データは1997
年2月9日に得られた，施工途中のサロマ第一湖口

アイスブームへの伝達氷荷重の現地測定結果（係留

固定杭No7に係留されているワイヤロープの張力）
20)である．シミュレーション結果は，氷群挙動と伝

達荷重の傾向を良く再現されており，本手法の妥当

性が示された（図-4.27）． 
  以上より，模型実験結果を再現し得るDEMによっ

(a) 実験値(連続流下) 

(b) シミュレーション結果 

図-4.26 アイスブームに作用する伝達氷荷重のシミ

ュレーションと実験との比較例 
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 模型実験 現地観測 
時間ステップ(s) 0.002 0.00005
氷の半径(m) 4 － 6 0.015
氷厚(m) 0.5 0.005
流れの速度(m/s) 実測値 0.1
氷と水との摩擦抗力係数 0.007－0.03 0.9×103

氷と水との圧力抗力係数 0.65 0.007
氷のstiffness(MN/m) 50-100 0.65
氷/氷の摩擦係数 0.4 160
氷の慣性力係数 0.5 0.4

表-4.4 主な計算条件 
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て，実現象における氷群挙動も再現できたため，ひ

いては本模型実験が妥当であることを間接的に示

すことができた． 

 
4.4.2 能取湖口のアイスブームを対象とした数値実験 

(1) 概要 
前項で妥当性が示された DEM による数値計算手法を

用いて，能取湖口のアイスブームを対象とした数値実験

を実施し，複雑な境界条件を持つ場合の氷群の集積状況

や下流側への伝達荷重の軽減特性などを検討し，設計へ

の留意事項としてまとめた． 

(2) 主な計算条件 
図-4.28に本計算条件を示す．能取湖口アイスブームは，

図のように３スパン(W-1～3)のアイスブームとそれを係

留する 4 本の杭式の固定構造物(P1～P4)からなる．なお

計算では，湖口、航路、アイスブームおよび支柱などの

配置・形状などは単純化している．簡単のためアイスブ

ームは可動性（移動・伸縮）とはせず，弾性率を低くす

るとともに、減衰係数を大きく設定するにとどめた．ま

た数層に千鳥配列した氷塊を１つの氷群とし，これを数

群流下させて，アイスブームにトラップさせた．計算の

試行ケースは大きく分類して５ケースあり、基本ケース

は表中の赤枠 T1 であり，氷盤を円形とし，その半径を

6m, 標準の湖口形状を用いた場合である．詳細な計算条

件は過年度に本計算の妥当性を示すために設定したサロ

マアイスブームでの条件と同じである．同図の Tr は T1
のケースにおいて流下させる氷群の配列を若干変化させ

た場合（千鳥配列を左右逆転）である．さらに T2 は基

本ケースと比べて半径が異なり, 3mとした場合である．

T1_0 は航路形状が異なり，標準タイプと比べてくびれ

（断面変化部）をなくした場合，同じく、T1_2も航路形

状が異なり，くびれ部分が左右対称でくびれ部の最も狭

い航路幅は中央のアイスブームのスパン長と一致させた

ものである．後の2ケースはいかに断面変化部が及ぼす

各部への伝達荷重への影響度合いが大きいかを検討する

ために設定している．各ケースの検討内容はさらに細分

化される（表-4.5）． 

 
各ケースの検討ケースについて，”Initial”は航路のくび

図-4.27 アイスブームに作用する氷荷重の実測値と計算値と

の比較 [No.7固定杭に係留されているワイヤロープの

張力で評価] [1997年2月9日 10:30-18:30]20) 
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氷盤半径(m) 6 6 3 6 6

氷流下配列 A B A A A

湖口寸法

Lst 460 460 460
Lc 124 124 124
LLU 101 0 132
LRU 55 0 132
Lstc 188 188 188
LLD 101 0 132
LRD 55 0 132
Lst0 800 800 800
W 380 380 380
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図-4.28 検討に用いたアイスブームと計算条件 

の概要 
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れ上面まで氷群を流下するケース，”CASE0”は所定の距

離（防波堤先端付近）まで氷群を流下させた場

合，”CASE1-3”は計算済の”Initial”状態（くびれ上面まで

氷群で埋め尽くされ，安定した状態）を初期値として，

計算を開始し，所定の距離（防波堤先端付近）まで氷群

を連続流下させた場合，である．なお，CASE1-3の違い

は群と群の間隔が異なる．それらの計算には同じ”Initial”
状態を初期値とした． 

 
(3) 主要な結果 

 航路断面変化部（くびれ部）の荷重伝達特性の影響度

は大きく、それより上流側の氷荷重の半分以上（6～7
割）を分担する（図-4.29）． また，くびれ上面からの

被覆距離にその上面でののべ長さを乗じた仮の被覆エ

リアに作用する抗力を推定し，実際に作用する荷重と

の比をとると，この比は1.8にも達し、単純に上面の

上流側への延長上のエリア内部に存在する氷群の抗力

よりも広いエリアの氷群の抗力を受け持っている事が

推察された（図-4.30）．さらに，ケースT1_2（最もく

びれ部が狭い場合）では，くびれ上面部より上流側の

荷重はくびれ上面部でその荷重をほぼすべて受け持つ，

つまりアーチに近い骨格が形成されている可能性が示

唆され，断面変化部の存在の影響は大きい事が分かっ

た。 
 個別要素シミュレーションでは、航路くびれ部でアー

チが形成するという仮定は成り立たないものの、くび

れ部上面より上流側で氷群が堆積しても、アイスブー

ムや支柱に作用する分担荷重の増加率は大きく減少、

あるいは一定値となる（図-4.31）。 
 各部へ作用する荷重は、わずかな氷盤配列、流下間隔、

氷盤の大きさ等の違いによって、大きく異なり、各部

へ作用する荷重のオーダーが異なるほか、中央のアイ

スブームが最も大きな力を示すとは限らない。 
 氷盤の大きさの違いが及ぼす各部への作用荷重への

明確な影響は、わずかな粒子配列の違いや流下方法の

違いに比べて、少ないと考えられた。 
 航路くびれ部による荷重の減少率から推察して、さら

に防波堤先端部の影響を考えると、防波堤先端部より

上流側の氷群の影響はないと考え、影響被覆長として

防波堤先端部まで考慮すれば十分であると考えた 
 このように，複雑な境界条件（地形）となると，各部

に作用する伝達荷重も複雑であり，直線水路における

伝達荷重より低減することが分かった．そこで，本研

究で開発したDEMを用いて，実際の地形でのアイス

ブームへの伝達荷重，および，同じ条件での単純な直

線水路（幅Bはアイスブームスパン）における伝達荷

重を計算し，その両者の比（η：低減率）を推定して，

次式で計算することを提案した． 

 
 以上の考えのもと，能取湖口アイスブームの設計荷重

の推算に応用した．3つのアイスブームは設計論的に

等しい荷重が作用すると考え、設計荷重は各部への荷

重伝達基本エリアに作用する荷重の0.9倍(低減率)で
あることを提案し，また、支柱については、中央の

P2&P3は最大で0.8、両端部の支柱P1&4は原理的に

Initial CASE0 CASE1 CASE2 CASE3 

時間ステップ(s) 5×10-5 5×10-5 5×10-5 5×10-5 5×10-5

氷盤半径(m) 6 6 6 6 6
氷厚(m) 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
１群あたりの粒子層
数 

11 11 11 11 11

群の数 5 14 9 10 10

表-4.5 ケースT1の計算条件の詳細 

（他のケースも網掛け部以外同様） 

iBFF η=

iD

Li

ii LVCdxF 2
02

0 2
1 ρτ ≅= ∫

V0: 断面平均流速、CD2: 平均抗力係数,  Li : 氷群被覆長、B: 構造物幅 
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はその最大値の半分である0.4とすれば十分であるこ

とを提案した（図-4.32）． 

 
4.5 これまでの研究成果のとりまとめ，およびアイスブ

ーム型海氷制御構造物への作用力推定法の提案 

最後に，これまで実施してきた数値計算、水理模型実

験および理論解析的アプローチによる研究成果をとりま

とめ，アイスブーム型海氷制御構造物への作用力推定法

を提案し，フローチャート形式にまとめた（図-4.33）． 
 また本研究成果は，能取湖アイスブームの設計外力の

推定に活用された． 
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図-4.32 能取湖口アイスブームの設計荷重の推算への応用例 
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氷群被覆長

水理模型実験による検討

幅2m×有効長10mの木製水路（水深約
11cm)を設置、水位差(上流側で水を連続供
給)で流れを発生、模擬氷（ポリプロピレン）
を流下させアイスブームでトラップ

基本的な氷群集積・アイス
ブームへの氷群伝達荷重

単純な境界条件の場合，物体抗力などの概念から導出された氷力推算式は本実験
結果の傾向を概ね表し，その妥当性を確認（流速の2乗、ブーム幅の1乗に比例）

氷群伝達荷重は氷盤タイプや水路壁面（側壁）の状態による明確な違いはない

氷群の側壁による拘束を考慮した下流への伝達荷重の理論解の導出を試み，実験
値と比較し，その妥当性を示した．
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アイスブームに作用する張力の例（CASE-2-1）

壁面の影響/氷群相互の拘束を考慮した下流への伝達荷重の解析
解 [粉体圧のJanssen式を準用]と実験値との比較
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より、以下の微分方程式を得る

L=0のときF=Fdとし、FsとFdを摩擦抗力および圧力抗力とすると、
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ここに、K0tanφは壁面あ

るいは氷群相互の影響・
拘束を表すパラメータ
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○  Circle　 5cm/s, 10cm/s, 15cm/s

混合タイプ（○3cm, ○10cm)

□  Square　 5cm/s, 10cm/s, 15cm/s

a/b’をパラメータとした場合のアーチングもしくは
ジャミング形成状態 [黒は○型氷群、赤は□型氷
群、Carchはアーチングの状態を示す指標] 

上流側の平面地形や施設配置（ブーム
の係留杭間隔等）によっては、氷荷重を
減ずるような氷群の骨格形成が発生

その形成は、氷の代表長さaと 支柱間
隔b’との比a/b’、氷の形状、流速（フ

ルード数）に依存、明らかに○型よりは
□型氷群の方がアーチが形成しやすい

実用的には、a/b’=0.2程度で発生凹凸氷群が及ぼす伝達荷重特性と実用的な抗力係数の提案

凹凸は，厚さの異なる２種の氷を混合，その配合率を変化

氷荷重に関する理論モデルから本実験での凹凸氷群
の抗力係数を推定．凹凸の波数が大きくなると抗力係
数（Cs)も大．しかし，波数(kp)が大きくなると平均パワー
(C0)も減少するので，ある波数で最大値をとり，波数の
極限では平坦氷の抗力係数と等しくなることが予想
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Mean value 0.53m, S.D. 0.53m

3.3×S.D.= 1.74m

オホーツク海における流氷下面凹凸例
（有義振幅は標準偏差のおよそ3.3倍）

本実験結果から，実際の凹凸を
もつ海氷の抗力係数を大ざっぱに
推定．過去の現地調査および分
析結果（有義振幅と凹凸の平均パ
ワーとの関係など）より，おおよそ
Cs=0.03 程度と推定された

氷群の影響により流下方向に境界層が発達し，いずれ海底の影響による境界層に接し，一定の
境界層厚に達する

氷群下での境界層厚δ(x)の導出
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各層内での流量の和はV0hに等しい

各層内流速は、境界で等しい

氷群下境界層内で水
深方向に積分

氷群下より海底まで水深方向に積分

U*i, ziおよびU*b, zbは，それぞれ氷群お
よび海底の摩擦速度と粗度

氷群下の境界層厚を理論的に導出

断面平均流速を用いた平均抗力係
数や粗度係数（海底粗度を考慮した合
成粗度係数を含む）等の算定法を提案

抗力係数，粗度，粗度係数の対応関
係を理論的に明確化

実用的な平均抗力係数等を提案
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（等流状態での乱流粗面における壁面せん断力として考える） （被覆長が十分長い場合）

V0: 断面平均流速、CD2: 平均抗力係数

解析的方法による検討
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よって抵抗係数は、粗度と位置の関数
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平均 
Reference Site Ice type Estimation 

method z0 CD (original) 
-1m -2m -1m -2m 

境界層
厚 2m
の場合 

Remark 

Quite rough 3.275  0.02057 氷下 0.5m 0.01369  0.00946  0.02738  0.01893 0.03270   

Very rough 9.400  0.04708 氷下 0.5m 0.02862  0.01711  0.05724  0.03423 0.07224   

Rough 3.000  0.01940 氷下 0.5m 0.01301  0.00907  0.02602  0.01814 0.03096   
Ola M.Johannessen(1970) Gulf of St.Lawrence 

first -year ice, 
10-15m の ice 
floe 

対数法 

Smooth 0.650  0.00843 氷下 0.5m 0.00631  0.00487  0.01262  0.00975 0.01429   

M.Reynolds(1985) Southern Bering Sea Smooth floe     2.158  0.00780  氷下 2m 0.01087  0.00780  0.02175  0.01560 0.02554 
Quoted by Wadhams 
(2000) 

M.P.Langleben (1982) Barrow Strait first -year floe 
of fast ice 

対数法   0.002  0.00132  氷下 1m 0.00132  0.00117  0.00264  0.00234 0.00279   

Langleben(1980) Beaufort 
Sea(AIDJEX) 

Multi-year       0.00414       0.00828    
Quoted by Langleben 
(1980) 

McPhee and Smith(1976) Beaufort 
Sea(AIDJEX) 

Multi-year       0.00220        0.00440    
Quoted by Langleben 
(1980) 

N.Untersteiner(1965) Island Arlis2 in the 
Greenland Sea 

Multi-year 対数法   2.000      0.01045  0.00754  0.01045  0.00754 0.02448   

Campbell[1965] Arctic Sea   
氷の漂流計
算より推定   2.600      0.01201  0.00848  0.02402  0.01697 0.02842 

Quoted by Untersteiner 
(1965) 

Ling et al.(1965)         1.255      0.00835  0.00622  0.01670  0.01244 0.01925 
Untersteiner et.al.(1965)の

結果から推定 

K.Shirasawa et al. (1976) Robeson Channnel, 
Ellesmere Island 

first -year, 
smooth ice 

渦相関法   0.000  0.00105  氷下 1m 0.00105  0.00094  0.00210  0.00188 0.00221   

  0.015  0.00176 氷下 2m 0.00205  0.00176  0.00410  0.00352 0.00440 
Quoted by Shirasawa et al. 
(1976) Smith (1975) Beaufort 

Sea(AIDJEX) 
old pack ice 渦相関法 

  0.035  0.00214 氷下 2m 0.00253  0.00214  0.00507  0.00429 0.00548   

P.Wadhams(2000)           0.00400        0.00800    典型的な値と述べている 

McPhee(1979) Central Arctic pack Multi-year     5.911  0.02000  氷下 1m 0.02000  0.01290  0.04000  0.02580 0.04917 
Quoted by Wadhams 
(2000) 

対数法 8.408  0.02420 氷下 1.1m 0.02610  0.01593  0.05220  0.03186 0.06545   

スラブ法/下限 5.718  0.01830 氷下 1.1m 0.01954  0.01266  0.03908  0.02532 0.04795 Pease et  al.(1983) Bering Sea MIZ 
10-20m ice 
floe 

対数法,  
スラブ法 

スラブ法/上限 7.416  0.02200 氷下 1.1m 0.02364  0.01474  0.04728  0.02948 0.05886 

  

  

C.Wamser et  al.(1983) 南極  氷の漂流計
算より推定 

    0.00130 0.00260   

 

氷板の影響をうける領域

海底の影響をうける領域

氷盤下の下面形状が粗度係数に与え
る影響についての模型実験

凹凸氷盤（厚さが1cm～5cmのブロック
の混合体、水深50cm）の粗度係数niを、

乱流時の速度分布を対数分布とした
Majewski(1988)の手法用いて推定

ni=0.027～0.035程度を得る

粗度係数の現地スケールへの換算

フルードの相似則より、縮尺比λの1/6乗（np=nmλ1/6）

ni=0.031、λ=40（厚さが40cm～2mの氷が混在している凹凸氷盤と想定）とすると、

粗度係数の現地換算値は0.057程度

－竹内ら(2005)の実験－

さらに、nb=0.03、水深を10mとすると、

一定となる境界層厚は6.93m

全断面平均流速を用いた平均抵抗係数はCD2=0.0314程度

氷群下の粗度等の文献を整理，
提案した平均抗力係数に換算

他の文献レビュー

水路など単純な境界条件における基本氷力 Fi の推定法

 

外海 

湖内 

Li L0

水路長 LC

水路（例：能取・サロマ第二の湖
口等）に設置される事を想定した
場合で、水路内流速は湖内外の
潮位差で発生すると仮定

氷群で覆われた断
面平均流速算定法

（簡易な場合）

一次元の流体の運動方程式

u:水路内流速、η:静水面からの水位、Rは水路内の径深、nb:水路のマニング

の粗度係数
水路内の水面勾配は一様と仮定し（近藤等、1972）、水路内の平均流速uとし

て式を改めれば、
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連続の式

ここに、B:水路幅、h:平均水深、Lc:水路長、Ｓ:湖内の水
域面積、f0,fe:水路の出口損失と流入損失
H(t)：外海潮位、hb(t):内水域の潮位

以上の関係より、
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氷ありの場合の計算方法

水路内が氷で覆われている場合における基礎方程式も上記と同じ、氷盤に覆われて
いる距離（被覆長）をLi, それ以外の距離をL0 (LC=Li+L0)とし、B/h→∞と仮定すると、
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niは氷の粗度係数、nは水路内の合成（複合）粗度係数
反映

補足・検証

適宜

[実測値は，サロマ第１湖口部No.7固定杭に係留されて

いるワイヤロープの引張力] [1997年2月9日10:30‐18:30]
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シミュレーション 観測

サロマ湖第一湖口アイスブームにトラップする氷況・荷重の現地観測結果との比較

水理模型実験結果との比較
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数値実験による検討

個々の氷の内部破壊も考慮し
た方形氷も可能

ＤＥＭによるシミュレーション手法構築
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個々の要素毎に独立した運動方程式をたて，これ
を差分近似して時間領域でステップ・バイ・ステップ
で前進的に解くことにより要素の挙動を追跡し，そ
の集合体としての動的挙動を解析するもの

要素同士が接触しているとき，Kを弾性定数として，Fi=Ku，Mi=Kr2φ(rは要素半径)，非接触のとき，Fi=Mi=0

外力Ficeを考慮する場合は，合力の項で考慮

A は氷の面積，h’は喫水深，
Vw,Viは流速，氷の漂流速度，
Cs とCd は，摩擦(抗力)係数と
圧力抗力係数
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mi:要素(i)の質量，Fi : 要素に働く
合力，Mi : 要素に働く合モーメント，
Ii: 要素の慣性モーメント，Ci, Di : 減
衰定数，u :要素の変位ベクトル，φ:
要素の回転変位

実測値との比較

妥当性検証
数値実験
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をパラメータとした場
合の氷の被覆距離とア
イスブーム（W-2ワイ
ヤ）荷重に作用する荷
重との関係例

荷重と被覆長との関係
氷群同士摩擦、側壁との接触・摩擦（クー
ロン摩擦でない、氷群の内部摩擦角で評価）
側壁、支柱、アイスブームへの分担荷重

単純な境界条件（直線的な水路）
における基本検討

より複雑な境界条件を有する場合（能取湖口を例として）

断面変化のある水路の場合における伝達荷重と氷群被覆長との関係、
下流側への氷群伝達荷重を減ずる骨格形成の有無
各断面、支柱、アイスブームへの分担荷重
氷群配列の変化、氷の大きさ（径）の変化、流下方式の違いが氷況、

伝達荷重に及ぼす影響
荷重伝達の氷群影響被覆長（距離）の検討→能取の場合は、防波堤先

端部まで考慮すれば十分
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5．津波来襲時の作用氷力に関する研究 

5．1  研究概要 

本研究では，①水理模型実験による津波による氷群の

基本的な挙動や衝突力推定のために必要な漂流（衝突）

速度特性等を把握すること，②中規模程度の構造物への

海氷の衝突実験を実施し，海氷の衝撃荷重特性や破壊機

構を明らかにするとともに，衝撃破壊を再現する基礎的

な数値計算手法を開発こと，③これにより，構造物へ作

用する衝撃的氷荷重の推定法の構築に資する基礎的ツー

ルを獲得ないしは，複雑な衝突現象の理解，実験データ

の補完，実験困難な条件での推定などの数値実験用ツー

ルを獲得すること，④そして実験および数値実験結果よ

り簡易推定式を構築することにある（本研究では平板に

作用する氷塊衝突力に限定）． 

 

5.2 氷盤の漂流挙動に関する水理模型実験 

5.2.1 実験方法と実験条件の概要 

現地の 1/100 程度の縮尺を想定した水理模型実験を実

施して氷盤の遡上状況のビデオ撮影を行って漂流挙動を

把握した．実験には小型造波水路（長さ24.0m，幅0.8m，

深さ1.0m）を用い，1/30の海底勾配から続く水平床上に

図-5.1 に示すようなモルタル製の直立護岸模型を設置し

た．ここで，直立護岸前面の水深は 10cm，天端高さは

3.0cm で一定としている．実験に用いた模型氷盤は厚さ

が 0.5cm の円形とし，直径を 3.0cm（質量 3.5g）および

6cm（質量14.1g）の2種類に変化させた．材質はポリプ

ロピレン製であり，比重は実際の氷盤とほぼ同じ0.91で
ある．模型氷盤は図-16 に示すように護岸前面から 3.0m
の範囲に浮かべており，カバー率（水域面積に対する氷

盤占有面積の割合）を 0，20，40，60，80%の 5 種類に

変化させてその影響を確認している． 
遡上する氷盤の挙動の測定にはデジタルビデオカメラ

を用いており，護岸前面から 70cm の範囲を撮影した映

像から画像解析によって氷盤の重心位置を読み取った．

ここでは，漂流速度が最も早い氷盤を解析の対象として

いる．また，沖側および護岸前面において容量式波高計

を用いて水位を測定するとともに，護岸天端上において

プロペラ流速計を用いた流速測定を実施した．なお，天

端上のピーク流速は測定地点によらずほぼ同じ値であっ

たため，その平均値を取りまとめに用いた．入射波には

津波モデルとして一山型の正弦波を造波して実施してい

る．ここでは，入射波を長波領域の波に相当する

H=2.5~3.0cm，T=6.0~9.0sに変化させて実施した． 

 

 

5.2.2 主な結論 

図-5.2は入射波高 H=3.5cm，周期 T＝6.5s，カバー率

20%の条件における氷盤の漂流速度の時系列変化の一例

を示している．高橋ら 1）は漂流挙動について波の作用に

より加速する加速域，速度がほぼ一定の値で移動する安

定域，底面との摩擦により速度が低下する減速域の３つ

の領域に分類している．今回の実験においても護岸を乗

り越えた後に加速し，その後はおおむね等速度で漂流し

ている．ただし，今回の検討では水平な護岸天端上を対

象としており，安定域の距離が非常に長いため，減速域

については撮影していない．直径が3.0cmの条件では氷

盤の質量が軽いため波が作用してすぐに加速するのに対

して，6.0cm の条件では 3.0cm と比較して緩やかに加速

している．ただし，安定域においては両者ともに同程度

の漂流速度となっている． 

図-5.3 はカバー率の影響を確認するため，カバー率

0%の漂流速度に対する各カバー率の漂流速度の比

Umean/Umean_0%とカバー率の関係で実験結果を整理したも

のである．ここで，カバー率 0%とは単氷盤の条件を意

味している．カバー率が増すにつれて漂流速度はわずか

に遅くなる傾向を示している．これは，カバー率が増大

することで護岸前面に氷盤が密集して越流流速が低下す

るためと考えられる．ここでは，氷盤の直径を変化させ
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ているが，3.0cm および 6.0cm ともにほぼ同様の傾向で

あった．図-5.4 は漂流速度が最も速い値を示したカバー

率0%（単氷盤）の条件に着目して氷盤の漂流速度Umean

と護岸天端上流速の関係を示したものである．その結果，

3.0cm および 6.0cm ともに漂流速度と天端上流速はおお

むね同程度の値を示す結果となった．漂流物による衝突

力の推定にあたっては漂流速度が重要となるが，単氷盤

を対象とした場合にはおおむね流速と同程度の値を用い

る必要がある． 

 
 
5.3 中規模程度の氷塊衝突実験 

5.3.1 実験概要 
（１）実験方法 

図-5.5に示すように，衝突実験は自由落下方式により，

人工海氷を，様々な構造物（杭or平板）へ衝突させるこ

とにより行った．海氷（供試体）は人工海氷を用い，様々

な寸法の直方体に整形した（厚さ t は約 0.16m と一定）．

破壊強度に敏感な氷温を制御するため人工海氷は低温室

にて作成した．衝突を受ける構造物のひとつに杭を採用

した理由は，防護柵などを想定したためである．杭構造

物の場合，両端単純支持で，その支間長を 0.6m，0.3m
とした固有周期T の異なる 2 種類の SS 材の丸棒（直径

d:60mm，固有周期T: それぞれ3×10-3sec., 5×10-4sec.）で，

両支点部にロードセル(定格容量:20kN)，杭の下側に歪ゲ

ージを配置し，衝突時の支点反力やひずみをサンプリン

グ間隔 5kHz で計測した．破壊モードは高速ビデオカメ

ラなどで観察するとともに，個々の供試体の氷温，密度，

塩分量，人工海氷の結晶粒径（偏光装置による撮影写真

より推定）などを計測した． 

 
（２）実験条件 
実験条件は，表 5-1 に示すように，氷温，人工海氷の

ブライン量（塩分），サイズ，形状，衝突速度，構造物形

状（杭，平板），構造物の規模（杭の直径変化）などを変

化させ，様々な条件下において実施した． 
また，海氷以外の他の津波漂流物を意図した他材料に

も着目（材木，鋼材）し，海氷の衝突力特性と比較した． 
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氷温（℃） -15 ～-5 （基本的に-10℃）

ブライン量（‰） 0 - 7 

サイズ (m) B 0.3 - 0.6 

L 0.3 – 1.2 

t 0.16 

形状 直方体，台形状 (氷の衝突面を

水平より15, 30deg.に傾斜)
衝突速度 (m/s) 0.14～5.4 

構造部形状とサイズ (m) 杭（0.06～0.3） 
平面 

表5-1 主な実験条件 



  

 - 28 -

5.3.2 主な実験結果 
(1) 杭構造物について 

 氷塊は脆性的に破壊し，複数の氷塊に分割されて側

方へ飛散すること（図-5.6），最大衝突力は，主に衝

突時の杭近傍の圧壊・貫入（クラッシング）でほぼ

決まり，それは僅かな破壊粒子の移動あるいは僅か

な杭への貫入でも衝突力の緩和が発生し，その後の

連続的なクラックの伝搬機構はあまり影響を及ぼ

さないことが推察された． 
 破壊時の最大衝突力の衝突速度依存性は破壊が生

じない場合のそれに比べてかなり小さいこと，衝突

方向の氷塊の長さは衝突力にあまり影響を及ぼさ

ないことが推察された（後述の図参照）． 
 衝突力は氷温の低下にともなって直線的に増加，運

動エネルギの変化よりも氷温依存性の方が大きい

ことも推察された（図-5.7）． 
 氷の塩分濃度が衝突力に与える影響を調べた結果，

塩分濃度の減少とともに衝突力は増加傾向にあっ

たが，2‰以下ではほぼ一定となる事が推察された

（図-5.8）． 
 氷の衝突面が傾斜した場合の衝突特性について調

べた結果，水平からの氷の衝突面の傾斜角が大きく

なるとともに減少傾向にあった．またその傾斜角に

よる衝突力への影響の程度は，「斜め衝突」のアナ

ロジーにより説明できた(同図の波線)．また立ち上

がり時間は短くなる傾向にあった．破壊特性として，

特に傾斜角が30deg.の時，杭の周りで複数のクラッ

クが入り，それが端部に伝搬して分離するといった

破壊状態であった（図-5.9）． 
 
(2) 他材料（海氷以外の漂流物を想定）の衝突破壊特性

と海氷との比較について(杭構造物を使用) 
 工海氷の質量や寸法・形状を同一となるよう調整し

た木材(無垢のカラマツ)や鋼製材料の衝突実験を実

施した．海氷と異なり，脆性破壊を生じない（破壊

後の飛散が伴わない）鋼材や木材の場合，衝突力は

海氷と比べて，およそ 1 オーダー大きくなること，

速度および質量に応じてほぼ比例して増大するこ

とが明らかとなった． 
 木材の衝突力は木の繊維の方向に大きく依存し，衝

突方向が木の繊維に平行となる場合の衝突力は，垂

直とした場合より，およそ2倍程度大きくなること

が分かった（図-5.10）． 
 エネルギ保存則と材料間の接触にヘルツの接触理

論を適用した簡易モデルによる推定値は，材料の塑

性変形を考慮していない分過大評価する傾向には

あったが，実測の衝突力の傾向をよく説明できた

（図-7） 
 松富らによる流木の衝突力推定式（松富理論）2)と

本実験結果を比較した結果，松富理論も本実験結果

の傾向を概ね表す事がわかった．特に，木材の繊維

が衝突方向と平行の場合，降伏応力σf=300-800MPa, 
そして垂直の場合その15%くらいと仮定すると，衝

突力が概ね一致することが分かった（図-5.11）． 

(a)  B=L=0.6m     (b) B=0.6m, L=1.2m 
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The dotted lines show the values of estimated compressive strength 
converted to a force, which was multiplied by the diameter of the pile (d) 
and the ice thickness (t). The curves in the figure were estimated from the 
equations given by Truskov et al. (1992)3) and Weeks (1967)4).  The 
formula by Weeks (1967) excludes the effects of loading and the strain 
rate to form a compressive strength index. The blue line shows the force 
to the tensile strength, multiplied by the length (L) of the ice and the ice 
thickness, was converted.  The values were multiplied by 0.5.  
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図-5.12 木材の衝突力の実験結果と松富理論 2)との比較 

(T=5×10-4sec)  

図-5.11  海氷以外(木材；カラマツ)の衝突力特性（波線は

エネルギ保存則と材料間の接触にヘルツの接触理論

を適用した簡易モデルによる予測値，βは補正係数）

(D=0.06m, B=0.6m, L=0.3-1.2m, h=0.36-1.5m) 
(T=5×10-4sec) 
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(1) 平面構造物について 

  鉛直方向においては，杭のように複数の氷塊に分割

されて飛散することがないため，数値実験結果も含

め，破壊の有無にかかわらず，衝突力は運動量に比

例して増大する. 杭の場合と同様，氷塊の長さは衝

突力に影響を及ぼさないことが分かった． 

 

 

 

 

 

 

5.4 氷塊の衝突破壊シミュレーション手法の検討 

5.4.1 シミュレーション手法の概要 

氷塊には，それを構成する要素（粒子）間に引張抵抗

を与えた 3 次元個別要素モデル(DEM)を適用し, 構造物

の解析にはFEMを適用した．DEMは，岩石やRC構造

物などの衝撃破壊解析への適用例も多い例えば5)．本研究で

用いた計算コードは自作であるが，基本的には，文献6)7)
等による概念に基づいている．DEMでは，要素（粒子）

の集合体において，次式に示すように，個々の要素毎に

独立した運動方程式（並進・回転）をたて，これを差分

近似して時間領域で前進的に解くことにより要素の挙動

を追跡し，その集合体としての動的挙動を解析しようと

するものである．なお，本研究では氷を構成する個々の

要素をすべて同じ半径(r)をもつ球体とした． 
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ここに，mi: 要素 iの質量， ui :要素 iの変位ベクトル，f 
ij :要素 jが要素 iに与える力のベクトルで添字n,sは要素

間の法線および接線方向を示す，Fi: 要素 iに作用する外

力ベクトル，Gi: 要素 iに作用する外力モーメント，Ii: 要
素の慣性モーメント，ωi: 要素 iの各速度ベクトル，Iij: 要
素 i から j の中心間の直方向の単位ベクトル，である．

要素間の接触には，図-3に示すようにスプリングとダッ

シュポットから成るVoigt modelを適用して，f ijを計算し

た．  
要素間の破壊（分離あるいは結合の破断）の条件のう

ち，接線方向については Mohr-Coulumb の破壊基準を適

用し，接線方向の力が次式のせん断抵抗力(FSCRT)を上回

った場合にその粒子間結合を破断させた． 

ここに，φcは氷の内部摩擦角，cは粘着応力，fnは要素間

の法線方向接触力，図-5.14に示すように，bxz, bxy はそれ

ぞれx-z平面およびx-y平面に配列した要素間の接触幅で

あり，それぞれの配列において要素に外接および内接す

る正多角形の1 辺と仮定した．その粒子配列は，x,y,z-軸
をそれぞれ幅，厚さ，および長さ方向（衝突方向）とす

ると，x-z平面において，等径要素6角形配置（最密格子），

y-z平面において4角形配置とした．なお，粒子間結合は

直に接していない第2近接の粒子間へも適用した． 
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さらに法線方向の破壊基準は，要素間に引張力が作用

した場合で，次式のように，時刻 t での要素間ひずみが

ある閾値を超えた場合に破断するものとする 
[Dij]tは，要素 iと jの中心間距離，Lijは時刻ゼロにおける

要素 i と j の中心間距離， βは閾値であり，引張限界ひ

ずみに相当するものである． 

 
[Dij]tは，要素 iと jの中心間距離，Lijは時刻ゼロにおける

要素 i と j の中心間距離， βは閾値であり，引張限界ひ

ずみに相当するものである． 

 
5.4.2 主な結果 

   DEM を用いたシミュレーション結果は，実験の衝

突力波形や破壊モードを良好に再現するとともに

（図-5.9），衝突力（最大値）や rise time（立ち上が

り時間）の条件変化による推移・傾向特性を良好に

再現した（図-5.15-5.17）． 
  例として図-5.15 に示した計算結果に対応する要素

間の最大引張力分布と破壊亀裂数の分布の経時変

化の計算結果（図-5..18 参照）から推察されること

は，応力波が伝搬した後，やや遅れて亀裂が生成し，

結局，引張破壊に起因するクラックが進展して破断

に至る．一方，杭近傍では，せん断による亀裂も発

生し，複合的な破壊が生じている．また図は省略し

たが，引張力より1オーダー大きい圧縮力が作用す

るが，それは杭近傍に限られることが推察された．

したがって，破壊機構は杭近傍の破壊（圧壊，貫入）

とその周辺のクラック伝搬という 2 つのプロセス

から成り立つと考えることができた． 

)(][ jiijtij rrLD +=≥ ββ

図-5.14 個々の剛体粒子の接触と粒子配列 
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図-5.15 代表的ケース(B=L=0.6, V0=5.4m/s)の衝突力（支

点反力）および破壊性状の経時変化 

(a) 衝突力（支点反力）の経時変化 

ピーク値付近 0.001 sec後 0.014 sec後

(b) 主な破壊のスナップショット（実験結果） 

(c) 主な破壊のスナップショット（計算結果） 

0.00126sec（第1ピーク値） 0.004sec 0.015sec 

図-5.16衝突方向に長い氷塊(B=0.6 , L=1.2, V0= 5.4m/s)の衝

突力（支点反力）および破壊性状の経時変化 
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図-5.18 最大引張力分布と破壊亀裂数の分布の計算例 

（図-5.15の計算結果に対応） 

最大引張力とは1つの粒子に作用する最大値を示すが，煩雑さを

さけるためこれを平面的(x-z面)に見ることとする．つまり，y方
向に重ねて見ているため，その方向の最大値を代表して表示して

いることとなる．破壊亀裂数とは，一要素あたりの結合の破断数

を示すが，同様にy方向に重ねてみている． 
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5.5 氷塊が平板に作用する衝突力の簡易式の提案 
本研究では，未だ限定的であるが直方体の氷塊が平板

へ及ぼす最大衝突力(Fmax)の簡易式を提案した．まず，氷

を弾性体と仮定すると，運動量と力積の関係より， 

 
ここに，t0: 作用時間で弾性波の往復時間，m: 質量，V0: 衝
突速度,  e: 跳ね返り係数，E: 動弾性係数，ρ: 密度, B:
氷の幅，h: 氷の厚さ,  L: 氷の長さ 
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図-5.17(a) 衝突速度にともなう最大衝突力（上図）と rise time

（下図）の推移および計算値との比較 (ケース1) 

図-5.17(b) 質量変化にともなう最大衝突力（上図）と rise time

（下図）の推移および計算値との比較 (ケース2) 
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このように，衝突力は氷塊の長さ方向Lに無関係となる． 
実験および数値実験結果から，横軸を前式の右辺を横

軸に，平板に作用する最大破壊衝突力(Fmax)を縦軸として

プロットすると（図-5.18），破壊・非破壊・速度・幅・

厚さ・ヤング率・密度の変化に関わらず，ほぼ一つの線

上に乗り，極めて興味深い結果を得た．つまり結果的で

はあるが，氷塊を弾性体と仮定した最大弾性力に等価で

あり，簡易式の妥当性が示された． 
 

 
しかし，これは，矩形の氷が平板に完全かつ均等に全

面接触するという仮定において成り立つもので，現実に

はほとんどない．そこで，数値実験で，氷を傾けて（2
軸回りに回転）平板に衝突させ，その衝突力の低減率に

ついて検討[氷内部の強度の空間的なバラつきについて

は考慮しない）した（図-5.19）．まず数値実験により 2
軸回りの合成回転による衝突力の低減率 η（回転なしを

基準）に関する簡易式をつくり，図-5.19のx軸回りの回

転角を正規分布，y軸回りの回転角を一様分布と仮定し，

モンテカルロシミュレーションにより，低減率の統計分

布や統計量を獲得した（表5-2）．1%超過で評価すると，  
X軸周りの回転角の標準偏差が2deg.のとき，0.805 
最大で0.906(x周りの回転がゼロ) となる．本来は実現象

の調査から回転角の統計分布や標準偏差をすべきである

が，実務においてはη=0.8～0.9と考えて良いと思われる． 
 結局，本研究で得た，氷塊が平板に作用する衝突力の

簡易式は， 

ここで，本研究で得た簡易式の推定のプロセスを図-5.20
にまとめた． 
 さらに，その式を無次元化すると（η=1）， 

 
となり，つまり，最大衝突力によって生じる仮想的な弾

性歪 [ε*]は Cauchy 数の平方根となる．換言すれば，最

大衝突力=最大弾性力と仮定できることは興味深い． 
 

 

図-5.18 実験結果および数値実験結果による簡易式

の妥当性の検討 
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図5.19 低減率の統計分布の推定法 

ΦxのS.D. 0 deg. 1 deg. 2 deg. 5 deg. 10 deg.

平均 0.181 0.175 0.171 0.159 0.147 

メジアン 0.103 0.102 0.102 0.101 0.100 

モード 0.100 0.100 0.100 0.099 0.099 

標準偏差 0.173 0.161 0.152 0.131 0.109 

1%超過 0.906 0.846 0.805 0.724 0.642 

表-5.2 モンテカルロシミュレーションによって得た

低減率の統計量 
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6．海氷による沿岸構造物の摩耗に関する研究 
6．1  研究概要 

まず海外文献などをレビューすることにより，本研究

テーマの明確な位置付けを確認し，それを有意義に遂行

するための基礎資料を得た． 
また，材料損耗は，流氷による接触が主な要因である

と考えると，構造物近傍での流氷挙動や接触圧力および

その作用形態等の推定が重要となる．そこで，流氷群の

挙動や接触圧力を個別要素法による計算によって推定す

る手法を検討した．サロマ第2湖口の矢板護岸に設置さ

れた計測器による接触荷重の実測結果（河合ら，2010）
1)との比較から，その計算法の妥当性を検証し，汎用的な

流氷群の挙動解析ツールとしての可能性について検討し

た． 
さらに，現地調査やすべり摩耗試験装置を用いた金属

材料の摩耗試験，さらには水槽での腐食試験等を実施し，

その基本的な損耗メカニズムを明らかにするとともに，

損耗推定の簡易手法を提案した． 

 

6.2 海外文献レビュー 

表-6.1 に調査した主な文献の要約の一覧 2)-12)を示す． 

まず特筆すべきは，表にも紹介した著者の一人

(Abdelnour et al.,2006)12)も述べているように，コンクリー

トの摩耗研究は比較的多くなされているが，金属材料に

ついてはほとんど行われていない．我々が知る限り，そ

の著者の１編のみである．まずコンクリートの摩耗に関

する研究からレビューしてみる．図-6.1には実際に使用

された氷/材料の摩耗試験機の例を示す．材料を回転させ

たり，スライド（往復）させたりするタイプが多い．こ

れは，一般の摩耗試験機を応用したものと思われる．し

かし，Saeki et al.(1986)13)も指摘しているように， 

① 氷の動きは間欠的であり，厳しい試験法として，動摩

擦と静止摩擦を作用させるのが望ましい 

② 既存の種々の材料の摩耗試験は主に回転方式である

が，氷粉が接触面に残ること，摩擦熱の発生が予測さ

れること，動摩擦しか作用しないことが難点である 

③ 供試体と接触している部分以外は大気に接している

ため摩擦熱も放熱できる 

等の，事項を踏まえ，試験方法として往復（滑動）タイ

プ（ブロックオンプレート）が適切であるとされている． 

次に試験結果についてレビューしてみる．試験方法・

実験条件や着眼点などの違いにより，多種多様な結果や

場合によっては異なった結果が得られている場合がある

が，幾つかおおよその共通の見解が見受けられる． 

① コンクリートは氷によって摩耗する 

② 接触圧が大きい程，氷温が低下する程，摩耗量も増大 

③ アイスクラッシングよりもスライディングの方が（氷

の移動方向が，構造物表面に対して垂直よりも平行の

方が）摩耗しやすいこと 

④ 材料強度が大きいほど摩耗量は減少する 

⑤ シリカフューム，高炉スラグの添加により耐摩耗性が

向上する 

また，貴重な現地調査として，ボスニア湾のコンクリー

ト製の海中燈台の摩耗量に関する調査結果がある

(Janson,1988)8)．それによれば，図-6.2 に示すように，

その摩耗率は，同じ海域でも氷象条件（氷厚・海氷の作

用状況など）によりバラツキがあり，0.2-7mm/year，最

大では，20年間に140mm摩耗したという結果が報告され

ている．このように海氷の作用によるコンクリートの劣

化は明らかであり，深刻な技術課題であることが分かる． 

しかし，コンクリートに関する研究は比較的進んでおり，

実用的なコンクリートの摩耗の推定式が提案されており，

また経験的に，その対策工も施されている．例えば，図

-6.3に例示するよう，構造物表面に鋼や石材チタンなど

で被覆する方法があり，ある程度の効果を発揮している． 

 

直接剪断試験機 
[Friorio (2005)] 

回転方式 [Nawwar and Malhotra (1988)] 滑動摩擦試験[ブロックオンプレート] 
[Saeki et al.1985] 

図-6.1 各種の摩耗試験機の例 
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論文著者 主な研究（実験・観測）方法 主要な結論 

Hoff (1988)2) 

室内実験 
[ABAM-Ⅱ]  試験方法：ディスク型 
試験体：中空 LWAC, NWC コンクリート(D300/190mm, H100mm)，氷：円柱型塩水氷（D400mm, H120mm）
接触圧力: 0.5-1MPa, 回転スピード: 60rpm(0.77m/s)，全摩耗距離:180km 
材料間が凍着しないようにエタノールを使用

・ 特に摩耗距離が大きくなると氷の接触圧の影響は大 
・ 摩耗量は，最大でおよそ 0.003mm/km 

[ABAM-Ⅲ]  試験方法：すべり摩擦試験[ブロックオンプレート] 
試験体：N.C., L.W.C, L.L.W.C. コンクリート，氷：海氷 [W80mm, H50-100mm, L700mm] 
接触圧力: 1MPa, 速度: 50mm/s, 温度:-20℃ 
 

・ 摩耗量は結晶方向の違いに大きく依存性しない 
・ 初期摩耗（比較的大きな摩耗率）と定常摩耗が存在 
・ 摩耗率は接触圧力に正比例 
・ -10℃以上では，摩耗率は，材料間（骨材の違い）に大きな違いがなく，その値も一定，-10℃

以下では，大きく異なってくる 
・ 平均摩耗 0.05mm/km

Nawwar and Malhotra (1988)3)

室内実験 
試験方法：回転方式（ブロックオンリング：円柱コンクリートを回転，アイスブロックを押しつける）
試験体：円柱型コンクリート（D300mm, H500mm），氷：塩水氷(3-5ppt) [W350mm, H300mm, L800mm]
接触圧力: 6MPa, 速度 1-2.5m/s, 温度:-10℃ 
コンクリート表面の氷の成長を防ぐため，30ppt の塩水に浸している

・ ドライ条件ではコンクリート表面に氷層が発達，これが摩耗の保護層となる 
・ ウェット条件では，摩耗率は，接触圧力・表面粗さ・コンクリート強度に依存 
・ 初期摩耗（大きな摩耗率）と定常摩耗が存在，表面粗さは初期摩耗に影響 
・ 摩耗率は，0.004mm/km(Non-textured surface), 0.003mm/km(textured surface) 

Itoh et al.(1988&94)4)5) 
室内実験 

試験方法：すべり摩擦試験[ブロックオンプレート] 
試験体：N.C., L.W.C, L.L.W.C. コンクリート，氷：海氷(3-5ppt)  [W80mm, H50-100mm, L700mm] 
接触圧力: 1MPa, 速度: 50mm/s, 温度:-20℃ 

・ 摩耗率は，コンクリート強度や骨材の違いに違いはない 
・ 平均摩耗率は 0.05mm/km 
・ 摩耗率 Sr[mm/km]は，主に氷温 T[℃]と接触圧力 p[kgf/cm2]によって決まる 

( )62 10)7.1295708.9 −+= TpSr
 

・ 上式の推定値（接触圧力は圧縮強度の 4.5 倍と仮定）は燈台の摩耗の実測値と合う 
Hanada et al.(1996)6) 
室内実験 

試験方法：すべり摩擦試験[ブロックオンプレート] 
試験体：岩石（凝灰岩，花崗岩，安山岩，砂岩），氷：海氷(3-5ppt)  [W80mm, H50-100mm, L700mm] 
接触圧力: 1MPa, 速度: 50mm/s, 温度:-10℃ 
定常摩耗から始められるように，試験体の表層 1cm を取り除いた 
 
 

・ 安山岩の摩耗率は摩耗距離に比例する． 
・ 安山岩や砂岩の摩耗率はコンクリートよりも小さい（砂岩はコンクリートの 1/3） 
・ 岩石の強度増加とともに摩耗率は減少 
・ グレインサイズが小さいほど，摩耗率も小さい 
・ 摩耗量の推定式は Sr を摩耗率，σv を接触圧力，L を摩耗距離として： 

LSS vrσ=  

摩耗率 Sr (mm/km)：0.0178（コンクリート）, 0.0049(砂岩），0.0251(凝灰岩)，0.0084(輝石安
山岩)，0.0065(石英安山岩 A)，0.0177(石英安山岩 B)，0.0216(花崗岩)

Friorio (2005)7) 
室内実験 

試験方法：直接剪断試験機 
試験体：コンクリート版(15*150*175mm)，氷：S2 columnar 淡水氷（Dg=8mm）円柱(D60mm, H90mm)
接触圧：0.25-0.80MPa,  表面ラフネスが 0.28mm, 0.11mm のものを使用 

・摩耗は 2 つのステージに分けられる．初期のステージは，セメントペーストの表層で生じ，
表面のラフネスに依存する，定常状態では，低い摩耗率で表面ラフネスに依存しない 

・平均摩耗率は 2mm/km 

Janson(1988)8) 
現地計測 
 
 

・ バルト海沿岸部における 30 以上の燈台の摩耗量の現地計測 
・ 氷の塩分量は比較的低く，北極海の海氷よりは強度が高い 
 
 
 
 

・ 摩耗量：0-140mm [0.2-7.0mm/year] 
・ 氷厚 0.3m 以下では摩耗が生じてない，摩耗量は北の燈台ほど（氷象が厳しい）大きい 
・ 摩耗は，凍結融解，凍着，温度勾配，化学作用も考えられるがこれらの影響は小さい 
・ 摩耗量 S の推定式は v を移動速度(knot)，s を氷厚(mm)，t を時間(日)として， 

∫= ]/[0015.0 yearmmvsdtS  

Janson(1989)9) 
現地計測 

・ バルト海において，24 の RC パネルを暴露 
・ 設置位置は，Janson(1988)の調査結果より，最も摩耗量が大きい燈台付近 
・ 
 

・ 摩耗量: 0.3-11.6mm/year 
・ 摩耗はコンクリートの材質よりも氷象条件に大きく影響を受ける 
・ コンクリートパネルに平行な氷の移動方向の場合の方が摩耗量が多い．→スライディングの

方が，その方向に垂直に生じるアイスクラッシングよりも，摩耗量が大きい 
Houvinen(1990)10)

現地計測 
砕氷船 ・砕氷船の船首部にコンクリート供試体を取り付け，バルト海を航行 ．40km の航行で平均摩耗量は 2-15km (0.05-0.375km/km)，最大は 7-30mm (0.175-0.75mm/km) 
現地計測 ・ボスニア湾において，４つの円形断面の燈台（1963-65 年に建設）を摩耗調査 ・ 平均摩耗量は，22-24 年で 22-39mm，最大で 56mm 

・ 水面でのコンクリートの圧縮強度は凍結融解作用により低下 
・ 摩耗は圧縮強度に依存，耐摩耗性には 70MPa 以上, w/c は 0.3-0.35 以下，最大骨材は大がよい 

Malhotra et al.(1996)11) カナダバッフィン島 Nanisivik において 12 のコンクリートパネルが暴露 
 

・7 年経過後，明らかな摩耗は見られない 

Abdelnour et al.(2006)12) 
 
 

試験方法：すべり摩擦試験[ブロックオンプレート] 
試験体：コーティング炭素鋼，SUS クラッド鋼，SUS，氷：淡水氷 
接触圧力: 0.7-1 MPa, 速度: 0.07m/s 
 

・初期摩耗と定常摩耗から成る 
・ 摩耗率 Sr は，炭素鋼の場合，0.0014mm/km, ステンレスの場合, 0mm/km 
・ 摩耗量 S の推定は，H は硬さ，σv を接触圧力，L を摩耗距離として， 

LLSS vr /σ=  

表-6.1 摩耗試験または摩耗現地調査に関する主な文献調査結果の要約 
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その他の対策としては，上述のような添加剤によって耐

摩耗性を向上させたり，かぶり厚を厚くする方策などが

考えられている． 

以上のような観点から，改めて，本研究の範囲・位置

づけを再確認してみる．上述のように，比較的コンクリ

ートの研究は進んでいるが，鋼材などの金属材料につい

ての摩耗現象についての研究例は極めて少ないこと，コ

ンクリートの摩耗対策として金属材料による被覆が考え

られること，等から，本研究では，冒頭に述べたように，

主に鋼材（金属材料）の損耗について調査研究を進める．

この場合，腐食による損耗も考慮に入れる必要がある． 

 

6.3流氷による構造物への接触圧力の検討 

6.3.1 研究方法 

材料損耗は，流氷による接触が主な要因であると考える

と，構造物近傍での流氷挙動や接触圧力およびその作用

形態等の推定が重要となる．本項では，それらの計算手

法を提案し, サロマ湖第二湖口（図-6.4）での現象を例に

その妥当性を検証した．計算手法としては，粒状体など

の非連続体のシミュレーションに適している個別要素法

（DEM）の適用を試みた．主な計算条件を図-6.5に示す．

2次元のDEMで，流氷を半径1.5mの円盤とした．同図

には，本計算対象であるサロマ第二湖口を単純化した境

界条件を示した．5 つのアイスブーム群を巨視的に一つ

の放物線と近似し，橋脚部鋼管矢板（アバット部）は，

水路内に張り出している半径 4m の半円とした．計算負

荷が大きくなる外海領域の計算については，計算条件を

簡略化し，湖口近傍に仮想物体を設置した．これにより，

下げ潮時に，湖外の流氷の存在によって自由な流出が制

限される状態等を擬似的に表現し，湖内・口付近の氷の

流出状態を制御した．上げ潮時にもこれに準じる条件を

付加した．また，水路流速については，潮位や地形条件

から，竹内ら(2005)14)の方法を用いて推定した．他方，河

合ら(2010)1)は，橋脚部から湖内側20m地点の鋼矢板凹部

に受圧板（縦 0.5m×横 0.3m）を取り付け，ロードセル

 

図-6.3(a) 鋼板が取り付けられた橋脚（ユーコン川） 

図-6.3(c) 水面付近のコンクリート表面をチタンクラ

ッド鋼で保護（オホーツクタワー） 

図-6.3(b) 鋼板が取り付けられた橋脚（天塩川） 

図-6.2  Annual abrasion rates, lighthouses [Janson(1989)] 

図-6.4 冬期のサロマ第2湖口 

第2湖口は，水質環境と航路としての利用も考慮し

て，昭和53年に建設された．水路幅は50m，水路延

長は260mで，外海側に2本の道流堤，水路には橋

梁が建設されている． 
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(200kN)で流氷群による側壁への接触荷重を計測した．そ

こで，その実測結果と本計算結果との比較を行い，本計

算法の妥当性を検証した．また，その結果から，壁面を

移動する流氷の挙動，壁面へ及ぼす荷重特性やその時の

作用形態についても考察を加えた． 

 
6.3.1 主な結論 

 

  DEM による側壁への接触荷重の計算結果は，氷群

の静止および移動状態における実測値の大きさな

らびにその荷重変動（波形）特性を良好に再現した

（図-6.6, 6.7）． 
  その実測波形の特性，つまり，氷群に覆われている

のに荷重がゼロに近い, 一見，氷群が静止状態だが

荷重値が変動（振動）する, 氷群に覆われかつ静止

状態にも関わらず急に荷重が作用しなくなる, 氷
群移動時にはあまり荷重が作用せず（ゼロに近いも

しくは継続的でなく間欠的），静止してから作用す

る場合が多い，事などを本計算結果から説明するこ

とができ，壁面近傍での氷群挙動や作用形態を推察

できた（一部は図-6.6参照）． 
  荷重は正負に振動する場合が見られたが，反力計測

系の剛性を考慮した場合この説明が可能である． 
 本計算で特に重要と思われるパラメータのうち，バネ

定数(k)は 50～100MN/m, 氷と水との摩擦抗力係数

(Cdws)が 10-2のオーダー（特に 0.01～0.03）の場合，

実測値をよく表す結果となった． 
 前節で，本計算方法を用いて，サロマ第一湖口に設置

されているアイスブームに作用する氷群伝達力を

表-6.2 主な計算条件 

時間ステップ (s)  4×10
-4

氷厚hi  (m)  1
氷の半径 r (m) 1.5
氷の密度 (kg/m

3
)  0.9×10

3
 

氷と水との摩擦抗力係数 (Cdws) 0.005～0.03
氷と水との形状係数 (Cd) 0.65
氷のバネ定数 (kn)  (MN/m)  10～100
摩擦係数（氷－氷）  0.4
Gice (m)（下げ潮時） 20～100
開口率 L/2r  下げ潮時 1～2.5
開口率 L/2r  上げ潮時 7.5

上げ潮時

L

Gice

擬似物体

下げ潮時

橋脚部鋼管矢板、巨視的
に半径4mの半円と考える

5スパンのアイスブーム
を放物線近似

L L

荷重計測位置 

図-6.5  計算のためのサロマ第2湖口～アイスブームの

モデル化と氷群の流入出の方法 

図-6.6 接触荷重の実測値と計算値（2例）との比較

2008年3/3 16:05-16:55 下げ潮時（氷群は移動→静止状態，この状態

より荷重増大），湖口平均流速は推定1m/s 
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  氷が静止しているように見えても，個々 の氷は微妙に振動，その位置は少しづつ変化，

それゆえ荷重変動が生じ，いずれ受圧板から接触していた氷が消滅 

シミュレーション結果（2例）
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推定した結果，その力の経時変化ならびに氷群挙動

の観測結果（関口ら，1997）15)を良好に再現したこ

とからも，計算法は汎用的な流氷群の挙動解析ツー

ルの一つとして有効である事が示された． 
 

以上のように，本計算手法は，いくつかの課題が残る

ものの，実測の静的・動的荷重特性をおよそ再現するだ

けでなく，そこに内在する氷群の作用形態や挙動などの

解釈や推定も可能と考えられ，汎用的な流氷群の挙動解

析ツールの一つとして有効である事が示された 

 
 

6.4  すべり摩耗試験装置を用いた鋼材（SS）の摩耗・

腐食試験 

6.4.1  実験方法 

(1) 実験装置 

 試験装置は，佐伯等例えば 13)にならい，滑動式の摩耗試

験機を新たに製作し用いた．これは，図-6.8 に示すよう

に，ケースに収納された柱状の人工海氷に，構造物を意

図した試験体（鋼材）を，適当な圧力で氷に押しつけ，

その氷が格納されたケース（鋼製箱）を往復させる事に

より，長距離すべり摩擦させる機構となっている．動作

の基本原理は，AC サーボモーターでボールネジを回転

させることで鋼製箱（架台）を動かしている．既出の図

-6.9 に示すように摩耗試験方法には様々な形式が知られ

ているが，以下に示す主な事情から13)，佐伯等と同様に，

滑動式（ブロック・オン・プレート）を採用した． 
① 氷の動きは間欠的，厳しい試験法として，動摩擦と

静止摩擦が作用 
② 種々の材料の摩耗試験は主に回転方式であるが，氷

粉が接触面に残ること，摩擦熱の発生が予測される

こと，動摩擦しか作用しないこと 
(2) 試験方法 

 すべての試験は温度制御できる低温室で実施した．本

装置により，直方体の人工海氷（幅 8cm, 高さ 5～10cm, 
長さ 70cm）を固定した鋼製容器を一定速度で往復運動

（最大のストローク50cm）させる．このとき，電動ポン

プで駆動する油圧ジャッキで，構造物（試験体）を意図

した試験体を氷に接触させ，鉛直下向きに圧力をかけた

状態で往復運動させることにより摩擦させる．また，適
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図-6.7 比較的短い時間（氷群移動状態）での接
触荷重の実測値と計算値との比較例 

2008年3/7 18:42～80sec. 下げ潮時（氷群はごく遅いが移動

状態），湖口平均流速は推定1.13m/s

(a)  実測値

(b) シミュレーション結果 

油圧ジャッキ 
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ボールネジシャフト 

リニアレール（ジャバラ付）
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水平用変位変換器 

水平用リミットスイッチ 

(a) 試験装置の正面図 
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(c) 供試体の寸法と固定金具 

油圧ジャッキ

試験体ホルダー 

往復運動 

供試体 氷 
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(b) 摩耗の方法 

70cm 

試験体ホルダー 

氷 
氷柱ケース 

リニアレール（ジャバラ付）

図 2 試験装置 写真

図-6.8 滑動式摩耗試験機の概要図 

図-6 9 種々の摩耗試験方法



  

 - 40 -

当な摩擦距離の後，速やかに電子天秤（精度 1mg，
A&D(株), 分離型上皿天びんAD4212A-1000）を用いて，

質量変化を計測することにより，損耗（損耗）量を推定

した．  
人工海氷は，低温室にて25‰の塩水を凍らせ，前述の

寸法をもつ直方体に整形した．塩水を満たす容器は，実

際の海氷の成長過程を再現するため，成長方向をおもに

鉛直方向に限定し，側部・底部を50mm厚のスタイロフ

ォームで断熱した容器を用いた．また海氷の機械強度を

大きく決定づける因子である塩分量（ブライン量）は，

First-year ice（生成して1年目の氷）の場合，通常3～7‰
の範囲(Cammaert ら,1988)16)であること，また，密度が

0.86-0.92 kg/cm3（淡水の場合には 0.917kg/cm3）の範囲

(Cammaert ら,1988) 16)であること，さらに，結晶粒径が

5mm～20mm の柱状の結晶構造であったことから，概ね

実物の海氷構造を再現できた． 
 

6.4.2 実験条件 

主な実験条件を表-6.3 に示す．本実験で用いた主な試

験体の材質は普通炭素鋼(SS)であり，限定した実験条件

では，ステンレス鋼（SUS304）およびチタン（Ti）も用

いた．また，佐伯等の実験結果から，コンクリートの摩

耗量は接触圧力に大きく依存することが知られている事

に鑑み，本実験においても，0.6MPaの圧力を標準的な条

件とし，0.1～1.6MPa（目標値）の範囲で実施した．実際

の接触圧力（氷群の移動方向に垂直な圧力）が計測され

た例は多くないが，サロマ第二湖口水路側壁で計測され

た結果によれば，その時，大きくても本実験条件で設定

した標準的条件（0.6MPa）以下と推定され，実用上十分

な接触圧力の範囲で実施していると言える．また損耗量

のうち，腐食による寄与を間接的に調べるため，淡水氷

を用いた摩擦試験も行った．また最大摩擦距離はおよそ

50kmとしたが，１ケースのみ125km実施した．ただし，

圧力が最も大きなケースでは人工海氷自信の損耗が大き

く，26km 程度にとどめた．また時間の都合上，実験の

繰り返し数は１としたが，標準的な試験条件では2回実

施した． 
 
6.4.3 主な結論 

 すべての条件において，損耗量は摩擦距離にほぼ直

線的に比例して増大する傾向にあった（図-6.10）． 
 摩耗（損耗）量－摩擦距離の直線勾配である摩耗率

(mm/km)は，接触圧力とともに増大するが，0.5MPa
前後以降では，大きな増加は見られなかった（図

-6.11）．  
 SUS の損耗率は，SS に比べおよそ 2 オーダー小さ

な値であり，Tiのそれはほぼゼロと見なせた（材料

間のブリネル硬さに大きな差はない）．また，同じ

SS の場合でも，淡水氷(FW)を使用した場合も，そ

の損耗率は大幅に減少し， SUS の場合のオーダー

と同等であった（表-6.4）． 
 摩擦試験中にSS が腐食し，その錆が氷に付着する

場合が多いのに対し，構造体がSUS, Tiの場合には，

そのような現象はみられなかった． 
 以上のことから，（0.5MPa前後以降で）損耗率の接

触圧力の依存性が見られないことも考えると，材料

損耗は，摩耗（凝着あるいはアブレシブ）よりも，

ケース SS1 SS2 SS3-1 SS3-2 SS4 SS5 SS3-F SUS TI SS-F/C
試験体の材質 SS SS SS SS SS SS SS SUS304 TI SS 
氷温（℃） -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10
接触圧力(MPa) 0.12 0.35 0.60 0.67 1.14 1.62 0.58 0.61 0.61 0.60
移動速度(m/s) 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06
振幅距離(m) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
最大摩耗距離(km) 59.7 53.8 53.4 124.6 49.4 26.7 53.6 44.2 44.7 30.9

表-6.3 主な実験条件 
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図-6.10 摩擦距離と平均摩耗（損耗）量との関係 
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腐食によるものが支配的である可能性が考えられ

る．上述のように，摩擦によって，腐食生成物であ

る錆層が除去・剥離され，あらたな表面を露出させ

てより腐食を促進させるという機構が考えられる． 
ある程度まで接触圧力増大とともに，摩耗率が増大

するのは，せん断力の増大にともなって，錆層ある

いは錆領域を除去する割合が増加し，新たな表面を

露出させ易いと考えられる．しかし，ある程度以上

（本実験では 0.5MPa）の大きな接触圧力では，試

験体表面が雰囲気に暴露されにくくなる，つまり試

験体表面と氷との間の空気分子との接触割合が減

少し（金属材料などの摩耗摩擦でいう pv 値の増大

に相当），腐食が進行しにくい，または錆層の系外

へ脱落量が定常値へ達してくるなどの，要因が考え

られる．さらにやかましく言えば，金属材料間の摩

擦・摩耗において，相互溶解しない場合には，凝着

摩耗自体が生じず，その摩耗の要因は，アブレシブ

に限られる．もしくは，摩擦熱により，酸化が促進

され，その酸化物同士が溶け合う事による．それか

ら推察すれば，そもそも，氷と本実験で用いた材料

とは「相互溶解」しないと考えられるため，その損

耗は，アブレシブか，酸化によるものと推察される． 
 
 
6.5  オホーツクタワーチタンクラッド鋼板劣化調査 

6.5.1  調査概要 

図-6.12に示すように，紋別市オホーツクタワーは海中

に独立して設置されており，冬期には流氷の直接の作用

をうけるため，水面付近のコンクリートはチタンクラッ

ド鋼で保護されている．昨年の3月にチタンクラッド鋼

の肉厚調査や外観調査といった劣化調査を実施した．調

査概要を以下に示す． 

(1) 水上目視調査 

M.L.W.L.+0.4～+5.5m（チタンクラッド鋼板天端）の範

囲を対象として，チタンクラッド鋼板の劣化・損傷状況

を調査船上から目視観察した． 
(2) 水中目視調査 

M.L.W.L.+0.4～-1.5m（チタンクラッド鋼板下端）の範

囲を対象として，チタンクラッド鋼板の劣化・損傷状況

を潜水士により目視観察した 
(3) 肉厚測定 

電磁式膜厚計を用いて肉厚測定を行った．測定深度は，

a（飛沫帯：+2.0m），b（H.W.L.付近：+1.3m），c（L.W.L.
付近：±0.0m），d（集中腐食下限：-1.0m）および e（チ

タンクラッド鋼板下端：-1.5m）の5水深とすることを基

本とした（図-6.13）． 

 
 
 
 
 

 

図-6.12  紋別市のオホーツクタワー 
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図-6.11 摩耗率と接触圧力との関係 

ケース 試験体の

材質 
接触圧力

(MPa) 
摩耗率 

(mm/km) 
SS1 SS400 0.12 1.59×10-4

SS2 SS400 0.35 2.75×10-4

SS3-1 SS400 0.60 2.81×10-4

SS3-2 SS400 0.6 3.09×10-4

SS4 SS400 1.14 3.38×10-4

SS5 SS400 1.62 3.51×10-4

SS3-F SS400 0.58 9.41×10-6

表-6.4 各実験ケースの摩耗率(mm/km) 
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6.5.2  主要な結論 

建設後15年経過しているが，肉厚調査の結果，損耗量

はほぼゼロであることが明らかとなり，また，上部鋼材

に由来すると推察される錆汁の付着が確認されるが，水

上，水中部ともに腐食の発生は，認められず．極めて健

全な外観状況を呈していた（図-6.14）． 
 したがって，チタンの材料強度が比較的高い事の他に，

腐食しないことが損耗量をほぼゼロに維持できた可能性

がある．上述のように，実海域における鋼材の損耗は，

氷による接触・摩擦によって，腐食生成物である錆層が

除去・剥離され，あらたな表面を露出させてより腐食を

促進させるという機構「腐食摩耗」によるものである可

能性がこの結果からも推察される(後述の図-6.19参照)． 
 

6.6水槽による腐食生成物除去実験  

6.6.1 概要 

前項までの議論から，鋼材の損耗は，氷による接触・

摩擦によって，繰り返し錆層が除去・剥離され，腐食を

促進させるという機構「腐食摩耗」によるものである可

能性が推察されたが，図-6.15に示すように，損耗が著し

い現場でこのような流氷による錆剥離が確認されている． 
本項では，水槽に半分浸漬した鋼材の表面に生成する

腐食生成物の繰り返し除去（流氷接触を想定）による腐

食速度の変化を調べた．さらに，主な損耗機構を流氷の

接触摩擦にともなう腐食生成物の繰り返し剥離に起因す

る腐食促進とした場合の簡易的な損耗推定式を提案した． 

 

6.6.2 実験方法 

(1) 実験概要 

恒温水槽[内寸法500mm×400mm×350mm]内に，一面以

外を絶縁した長方形板の試験体(SS)を，水面近傍のマク

ロセル腐食を想定して，半没水させ，定期的に，水面下

の試験体の錆を除去する．水槽内の水は，ポンプで循環

させ，PFフィルターにて処理し，腐食進行による水質悪

化を抑制した．また，エアバブルや水流を発生させ，水

槽内温度や水質をできるだけ均一・一定に制御し（溶存

酸素量:75～85%)． 水温は，腐食を促進するため高めの

40℃（PID制御）に維持した． 錆除去後は，試験体表面

の凹凸を計測し，錆の除去周期をいくつか変化させた場

合の損耗（腐食）量の違いを調べた．  
 
(2) 実験条件 

実験は大きく分けて以下の２ケース実施した． 
短期間スパンでの繰り返し剥離  

22時間を基準とし，22～142時間のスパンで，同じ試験

体の錆を繰り返し除去し，累計1440時間までこれを行う 

長期間スパンでの剥離 
異なる新しい試験体を用い，それぞれ5日後，20日後，

60日後，120日後に１度だけ錆を除去する 

 

M.L.W.L.+0.4 

a（+2.0m） 
b（H.W.L.＋1.3m） 

c（L.W.L.±1.0m） 
d（-1.0m） 
e（-1.5m） 

図-6.13  深度方向測定箇所 

図-6.14 チタンクラッド鋼の外観 

P

P

恒温水槽

供試体

PFフィルター

水流

エアポンプ

ヒーター

水温：40℃
溶存酸素量：75～85%

図-6.15  水槽による腐食生成物除去実験のため

のセットアップ 
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試験体は，図-6.16に示すように，幅80mm，高さ100mm，

厚さ10mmの長方形鋼板（SS400製）とした．腐食面を

一面のみに固定し，且つ周囲と絶縁する目的で，ゴム製

の型枠に鋼板をはめ込み，さらにステンレス製の型枠で

それを抑えて水密した． 錆剥離は，母体に傷をつけない

よう，軟ブラシで除去後，アルコール欲させ，速やかに

計測した．損耗（腐食）量の測定については，図-6.16に
示すように，縦，横それぞれ３測線に沿って，変位セン

サ（KEYENCE 製 汎用接触式デジタルセンサ GT, オフ

セットタイプOP-77683）を用いて，試験体表面の凹凸を

測定することにより推定した  
 
 
 図-6.16 試験体と凹凸の計測箇所 

202時間22時間 498時間 772時間 1072時間 1440時間

図-6.17 試験体表面の腐食状況例（錆除去の直前） 

短期間スパンでの繰り返し剥離 

長期間スパンでの剥離 

図-6.18 腐食量の経時変化 
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6.6.3 主な結論 

 各スパンにおいて，平面的に均等に腐食する全面腐

食ではなく，局部腐食が見られるが，しかしそれは

固定化せず，各スパン毎において（アノード/カソ

ード領域）が異なってくるようである（図-6.17） 
 「短期間スパンでの繰り返し剥離」実験の累積損耗

量は時間経過に伴って直線的に増加する一方，「長

期間スパンでの剥離」実験では損耗量の増加率は小

さくなってくる．また前者の損耗量が多く，錆の剥

離の頻度が大きい程，損耗が進む（図-6.18）． 
 「短期間スパンでの繰り返し剥離」実験において，

累積値ではなく，除去から次の除去までの期間内で

の平均損耗量で整理した結果，本実験条件では，損

耗量 y は,  

 
で表され，さらにこの式は「長期間スパンでの剥離」

実験での損耗量の経時変化も表すことが分かった

（図-6.18）． 
 以上から，錆の除去から次の除去までの期間（錆の

放置期間）が同じであれば，過去の試験体の腐食歴

（錆剥離の頻度）に無関係に，その期間内にできる

腐食量に大きな差はないと言える（新しい試験体で

あろうが，過去に何回も錆が除去されていても，錆

の放置期間が同じであれば，その期間内に生成する

腐食量に大差はない）ゆえに，事項に示すように単

純なモデル化が可能である． 
 
6.7 海氷の接触・摩擦による繰り返し錆除去にともなう

損耗（腐食）モデル  

前節までの現地観測および実験結果から，実海域にお

ける鋼材の損耗は，氷による接触・摩擦によって，腐食

生成物である錆層が除去・剥離され，あらたな表面を露

出させてより腐食を促進させるという機構が支配的であ

ると推察された．これは，図-6.19に示すように，実海域

においても氷塊が錆を削り，その錆が付着した氷塊が漂

流していることがしばしば見受けられる．この写真は損

耗が激しいオホーツク海に面した矢板近傍でのものであ

る． 

本節では，前節での結果を踏まえ，主な損耗機構を流

氷の接触摩擦にともなう腐食生成物の繰り返し剥離を起

因とする腐食促進とした場合の損耗推定式を提案した．

まず，図-6.20のモデルを考え，腐食の期間経過 tと腐食

量yとの関係を， 

 
とすると，「錆の繰り返し剥離あり」と「なし」（通常状

態）との損耗（腐食）量の比（λ）は， 
 
 
 
 
 
で表される．ここに， 
ΔTi (i=1,2,….): 次の剥離が起こるまでの経過時間 
T: ある注目する経過時間（あるいは耐用年数）  

 
であれば，λ>1となり，繰り返し剥離する場合の法が損

耗量は大きくなり，前節の場合がこれに相当する． 
 
今，流氷来襲率pを考慮し，前節の場合の f(t)の形を考慮

すると，損耗比は次式で与えられる．ただし，ξは 1 年

あたりの流氷来襲期間の割合, Nは経過年数, T1は1年あ

たりの日数,である．図-6.21には, いくつかの経過年数に

応じた損耗比の計算例を示した(ξ=0.25と仮定）． 
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図-6.19 錆が付着した流氷（損耗が著しいオホー

ツク海に面した矢板近傍） 
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図より,繰り返しの錆剥離がある場合の損耗量は，錆剥離

がない場合と比べ, 数倍程度大きくなることがわかる． 
 以上より，流氷の接触摩擦にともなう腐食生成物の繰

り返し剥離を起因とする腐食促進とした場合の損耗推定

式を提案し，計算例を示すことができた．  

しかし，物理的・機械的な錆除去のみならず，流氷固

有の物性を考慮した流氷の材料への接触そのものによる

腐食促進効果を考慮していない．また，次節に示すよう

に，流氷表面あるいは内部に砂が含まれている場合もあ

るため，これによるアブレシブ（研磨作用）摩耗，温度

差腐食，濃度差腐食など様々な損耗，腐食促進要因もあ

るため今後の継続的な研究が望まれる． 

 
6.8 その他の要因と今後の課題 

図-22に示すように，損耗が著しい現場での調査から，

流氷の中に砂が混入している場合があり，その研磨作用

（アブレシブ摩耗：材料表面の突起あるいは材料に介在

する砥粒による切削である摩耗形態）による摩耗が想定

される. また注目されるのは，砂は流氷の表面に付着し

ているのみならず，内部まで浸透している事である．流

氷に砂が含有するメカニズムはよく分かってないが，飛

砂によるものや，砂浜に打ち上がって砂を取り込んだ状

態で再び海に戻る事等によると思われる，またその過程

で，日射によって融解することにより表面の砂が内部に

浸透し，再凍結した可能性等もある．  
 

そこで，すべり摩耗において，試験体（腐食しないSUS)
と氷との間に砂を介在させた予備実験を行った．その結

果，「SS の腐食」と同等以上の高い摩耗率となり，無視

できない要因と考えられた．今後はこれらの要素実験を

詳細に行うとともに，氷に砂が混入するメカニズムや混

入率などを明らかにしていく必要がある． 
また前述のように，物理的・機械的な錆除去のみなら

時間 t

損耗量

1TΔ

2TΔ

nTΔ

)(tf

錆剥離なし
（通常状態）

)( 1Tf Δ
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・
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図-6.20 繰り返し錆除去にともなう損耗（腐食）
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図-6.21 繰り返し錆除去にともなう損耗増加の計

算例 

図-6.22 砂を含んだ流氷 

砂は流氷の内部にまで浸透

砂混入の流氷が漂流  

防砂堤に乗り上げる流氷  
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ず，流氷固有の物性を考慮した流氷の材料への接触その

ものによる腐食促進効果の有無を考慮する必要がある．

つまり，流氷内部には濃縮された塩類があるためその直

接接触による材料の腐食促進効果があると考えられる一

方，ある圧力で接触している場合，貧酸素状態が考えら

れて逆に腐食速度が減少する事などが考えられる． 

さらには，流氷による接触・摩擦といった流氷が直接

的な要因となる場合以外にも，寒冷海域特有の腐食しや

すい環境要因にも着目する必要がある．一つには，寒冷

海域は，比較的溶存酸素量が大きいと考えられるために，

この部分のみ着目すると腐食が促進しやすい環境である

こと，また大気と海域での温度差に起因する温度差腐食

も考慮する必要がある． 
このように，通常の海域と寒冷海域では腐食環境が異

なり，特に氷海域では流氷の作用も加わるためその損耗

メカニズムは一層複雑となる．本研究ではその一部を明

らかにし，新たな重要な損耗要因を見いだした．引き続

き勢力的に研究していく予定である． 
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７． まとめ 

 
7.1 IPSやADCPを用いた北海道オホーツク沿岸におけ

る海氷観測より 

北海道オホーツク沿岸において，IPS やADCP を用い

た海氷観測を実施し、流氷移動や喫水深分布、そして凹

凸特性等を定量的に明らかにした. 特に，非定常性、非

ガウス性をもつ流氷下面の凹凸特性を解析、時間的にも

空間的にも代表される正規化スペクトルは同一と仮定で

き，その極めて複雑な海氷断面の凹凸は、その「共通で

代表的な正規化スペクトル」、及びその非定常性を間接的

に表現する「海氷喫水深の分散（標準偏差）」に集約され、

この2つのパラメータのみを用いてシミュレーションす

る手法を示した．また，標準偏差[RS.D]を用いて，直感的・

視覚的な流氷下面の凹凸の大きさ（有義振幅：h1/3）を表

す指標を提案した． 
流氷の漂流特性についても調べた結果，風速変動と流

氷の漂流速度の変動とはよい相関があり，相互相関が0.6
であった．また海流の表層部 6m では流氷の影響をうけ

てほぼ流氷の漂流に追従し，流氷下の境界層内であるこ

とが確認された．流氷の動きは，その変動性については

風の影響をうけ，平均的な動きについては風と海流（宗

谷暖流など）の両方の作用をうけることが推察された． 

以上の成果は，確率論に基づく構造物の性能設計にも

対応できることを示した。 

 

7.2  オホーツク海に常設されている海象計(USW)の流

氷観測への適用性の基礎的な検討より 

人工海氷を用いた小規模水槽実験による検討や，流氷

来襲時における現地海象計の反射信号の分析等から，ま

ず流氷観測の可能性を確認した．さらに海象計付近に設

置した IPS による流氷喫水深（真値を与えると仮定）と

の比較分析より，特に実用上，重要となる流氷下面の凸

部の大きさ（keel長）は，USWデータ（喫水深）を，水

温に応じて音速補正し, それをハイパスフィルタに通し

たものを1.33倍して，その他の誤差などを考慮すること

により概略推定できること示したほか．流氷の漂流（移

動方向および速度）については，海象計付近に設置した

ADCPによるボトムトラッキングデータ（真値を与える

と仮定）との比較分析より，上層10mの水塊は流氷下の

境界層内に含まれること，しがたって，USWの上層10m
のデータを利用することにより，概略推定が可能である

ことも示した．以上の結果を踏まえ，波高・波向を観測

することを目的として紋別沖に設置されている海象計を

利用し、安価で恒常的な海氷観測システムを提案した. 
 

7.3 アイスブーム型海氷制御施設の設計法に関する研

究より 

水理模型実験、理論的研究、数値計算の多角的な研究

アプローチにより，複雑な流氷群のアイスブームへの作

用形態や伝達荷重等を明らかにした． 

 まず，理論的研究より，氷群下の境界層内流速を対数

分布則に従うと仮定し，境界層厚を理論的に導出すると

ともに，境界層厚の概念から，アイスブームへの伝達氷

荷重推定に必要な，断面平均流速を用いた平均抗力係数

や粗度係数（海底粗度を考慮した合成粗度係数を含む）

などの実用的な算定法を提案した．また，境界層厚，断

面平均流速を介して，抗力係数，粗度，粗度係数の対応

関係が理論的に明確になった． 

 水理模型実験からは，基本的な氷群集積・アイスブー

ムへの氷群伝達荷重特性を明らかにし，その理論モデル

を提案した．さらに，凹凸氷群を用いた実験も行い，そ

の理論モデルから推定される摩擦抗力係数と， 各凹凸状

態を表す波数や分散などの単純な指標との対応関係を明

らかにした．その結果を利用して，オホーツク海での凹

凸海氷の抗力係数を概略推定した結果，0.03～0.04 が得

られた．また，アイスアーチング形成条件に関する実験

を実施した結果， 氷の代表長さ a と アイスブームを係

留する支柱間隔 b’との比 a/b’がおおよそ 0.2 以上となる

と，アイスアーチが形成し，下流への氷群伝達荷重を減

ずるような氷群の骨格形成が発生する事を示し，設計に

留意すべき事項として提案した． 

アイスブームと氷群との干渉のシミュレーション手法

として個別要素法（DEM）を適用した．計算結果は，現

地観測結果（サロマ湖口第１湖口に設置されている当時

建設途中のアイスブームに作用する伝達荷重や氷群のト

ラップ状況）の傾向を良く再現されており，本手法の妥

当性が示された．この実現象を再現し得る DEM によっ

て，水理模型実験における氷群挙動も再現できたため，

ひいては本模型実験が妥当であることを間接的に示すこ

とができた．また様々な条件において DEM による数値

実験を実施し，水理模型実験で実施困難な状況での氷群

集積状況や伝達荷重特性等把握した． 

最後に，これまで実施してきた数値計算、水理模型実

験および理論解析的アプローチによる研究成果をとりま

とめ，アイスブーム型海氷制御構造物への作用力推定法

を提案し，フローチャート形式にまとめた． 
なお，本研究成果の一部は，能取湖口に設置されてい
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るアイスブームの設計に活用された（図-7.1）． 

 
7.4  津波来襲時の作用氷力に関する研究より 

水理模型実験より津波とともに護岸を超える海氷の基

礎的な挙動を調べ，実用上，衝突力推定に必要な流氷衝

突速度＝水の遡上速度と考えてよい事が推察された． 
人工海氷を用いた中規模程度の衝突実験（自由落下方

式）を様々な条件で実施し，氷塊の衝突破壊メカニズム

を明らかにした．杭構造物の場合には，氷塊は脆性的に

破壊し，複数の氷塊に分割されて側方へ飛散すること，

最大衝突力は，主に衝突時の杭近傍の圧壊・貫入（クラ

ッシング）でほぼ決まり，それは僅かな破壊粒子の移動

あるいは僅かな杭への貫入でも衝突力の緩和が発生し，

その後の連続的なクラックの伝搬機構はあまり影響を及

ぼさないこと，破壊時の最大衝突力の衝突速度依存性は

破壊が生じない場合のそれに比べてかなり小さいこと，

衝突方向の氷塊の長さは衝突力にあまり影響を及ぼさな

いこと，衝突力は氷温の低下にともなって直線的に増加

すること，運動エネルギの変化よりも氷温依存性の方が

大きいこと等が推察された．また，平板の場合には，鉛

直方向においては、杭のように複数の氷塊に分割されて

飛散することがないため，数値実験結果も含め，破壊の

有無にかかわらず、衝突力は運動量に比例して増大する， 
杭の場合と同様，氷塊の長さは衝突力に影響を及ぼさな

いこと，などが分かった．また海氷以外の他材料として，

木材(無垢のカラマツ)や鋼製材料の衝突実験も実施した．

脆性破壊を生じない鋼材や木材の場合，衝突力は海氷と

比べて，およそ1オーダー大きくなること，速度および

質量に応じてほぼ比例して増大することが明らかとなっ

た．木材の衝突力は木の繊維の方向に大きく依存し，衝

突方向が木の繊維に平行となる場合の衝突力は，垂直と

した場合より，およそ2倍程度大きくなることが分かっ

た． 

DEM を用いた氷塊の３次元の衝突破壊シミュレーシ

ョン手法を開発した．氷塊の破壊挙動や衝突力を良く再

現できることを確認し，複雑な衝突現象の理解、実験デ

ータの補完、実験困難な条件での推定など、数値実験用

ツールとして整備できた． 
最後に，本実験結果や数値実験結果を用いて，平板に

作用する氷塊衝突荷重の実用的な簡易推定式を提案した． 
 
7.5  海氷による沿岸構造物の摩耗に関する研究より 

海外文献などをレビューし，主に鋼材（金属材料）の

損耗について調査研究を進める等，本研究テーマの明確

な位置付けを確認し，それを有意義に遂行するための基

礎資料を得た． 
材料損耗は，流氷による接触が主な要因であると考え

ると，構造物近傍での流氷挙動や接触圧力およびその作

用形態等の推定が重要であるため，流氷群の挙動や接触

圧力を個別要素法による計算によって推定する手法を検

討した．サロマ第2湖口の矢板護岸に設置された計測器

による接触荷重の実測結果との比較から，その計算法の

妥当性を検証し，汎用的な流氷群の挙動解析ツールとし

て有用であることを示した． 
紋別のオホーツクタワー（流氷が作用する水面付近に

おけるチタンクラッド鋼部）における現地調査やすべり

摩耗試験装置を用いた金属材料（SS, SUS, Ti）の摩耗試

験結果より，正味の材料の塑性変形にともなう接触・分

離を起因とする凝着摩耗による可能性は低いことが推察

され，腐食摩耗（流氷による繰り返しの腐食生成物の除

去にともなう腐食速度の増加）が主な要因であると考え

られた． そこで，水槽による腐食生成物除去実験を行い，

主な損耗機構を流氷の接触摩擦にともなう腐食生成物の

繰り返し剥離に起因する腐食促進とした場合の簡易的な

損耗推定式を提案した． 
他方、損耗が著しい沿岸部での注意深い現地調査から、

流氷の中に砂が混入している場合があり，その研磨作用

（アブレシブ摩耗：材料表面の突起あるいは材料に介在

する砥粒による切削である摩耗形態）による摩耗などの

新たな要因があり得ることも突き止め，今後の継続研究

に必要な課題を整理した． 
 

 

 
 
 
 

能取湖口（施設設置前）

能取湖口アイスブーム

湖口に3スパンのアイス
ブームを設置

サロマ湖と同様、流氷流入
による漁船や養殖施設の被
害があった

図-7.1 能取湖口アイスブーム 




